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要　約

　本研究は，若者が主要なSNSプラットフォームであるLINE，X（旧Twitter），Instagramをどのよう

に活用し，社会関係資本を形成しているのかを明らかにすることを目的とする。名古屋市内の大学生

12名を対象に半構造化インタビューを実施し，得られた質的データを形態素解析や共起ネットワーク

などのテキストマイニング手法と，グラウンデッド・セオリー・アプローチを組み合わせて分析した。

その結果，大学生は各SNSを目的や関係の深さに応じて使い分け，複数のプラットフォームを相補的に

活用しながらネットワークの形成・維持を行っていることが明らかとなった。具体的には，LINEは家

族や親しい友人との親密なやり取りに特化し，Xは情報の収集・発信を通じた広範なネットワークの構

築に寄与していた。Instagramにおいては，メインアカウントを広範な人間関係の形成の場として用い

る一方で，サブアカウントはよりプライベートな交流に活用されていた。特に，Instagramにおける複

数アカウントの同時運用が社会関係資本の構築に資する可能性が示唆された。自己呈示の視点は先行研

究でも多く取り上げられてきたが，本研究ではそれに加えてプライバシーへの配慮にも着目すること

で，SNS上における関係構築の実態をより多面的に明らかにした点に特徴がある。以上の知見は，質的

かつ探索的研究として一般化には限界があるものの，若者によるSNSの活用実態を多角的に捉えた点に

意義がある。今後は量的研究や比較研究の蓄積を通じて，SNS利用が人間関係に与える影響をより包括

的に検討することが求められる。

Abstract

　This study aims to examine how young people utilize major social networking platforms such as 

LINE, X （formerly Twitter）, and Instagram to build social capital. Semi-structured interviews were 

conducted with 12 university students in Nagoya, and the qualitative data were analyzed using an 

integrated approach that combined the grounded theory approach with text mining methods such 

as morphological and co-occurrence network analyses. The findings reveal that students 

strategically differentiated their use of SNSs according to the purpose of communication and the 

closeness of relationships, complementarily using multiple platforms to form and sustain their 

social networks. Specifically, LINE was primarily used for intimate interactions with family 

members and close friends, X contributed to the development of broader networks through 

information collection and dissemination, and Instagram served both as a space for cultivating 

broader networks through main accounts and as a venue for more private interactions through 

sub-accounts. Notably, the simultaneous management of multiple Instagram accounts appeared to 

facilitate the formation of social capital. While previous studies on the use of multiple Instagram 

accounts have mainly focused on self-presentation, this study distinguishes itself by also 

addressing privacy management, thereby providing a more multifaceted understanding of 

relationship formation on SNSs. Although this qualitative and exploratory study has limitations in 

terms of generalizability, it provides meaningful insights into how young people use SNSs in their 

everyday lives. Future research should employ quantitative and comparative approaches to 

achieve a more comprehensive understanding of how SNS use influences interpersonal 

relationships. 
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１　はじめに

　少子高齢化や無縁社会，孤独死などの社会問題

に対処するため，日本政府は年間7.0兆円の予算

案を提案し，持続可能な社会の実現に取り組んで

いる（外務省，2023）。しかし，SDGs（持続可

能な開発目標）の達成には政策だけでは限界があ

り，社会全体の協働が不可欠である（国立研究開

発法人科学技術振興機構，2017）。こうした協働

を支える基盤は人と人の信頼関係である。近年，

その基盤が揺らぎ，とりわけ若者は互いに傷つけ

合わないよう気を遣いすぎるあまり，対人関係が

希薄化しているとされている（永井，2016）。こうし

た課題を乗り越えるために注目されるのが「社会関

係資本（Social capital）」である（Putnam，1995）。

　社会関係資本という概念は，Bourdieu（1986）

やColeman（1988）等によって，さまざまな分野

で議論されてきた。Putnam（2000）は社会関係

資本を「社会的ネットワークおよびそこから生じる

互酬性と信頼性の規範」と定義し，社会や個人に

利益をもたらす概念として注目を集めた。さらに，

Putnam（2000）は「強い紐帯（Strong tie）」と「弱

い紐帯（Weak tie）」の議論（Granovetter, 1973）

を踏まえ，社会関係資本を二つに分類する。「結

合型社会関係資本（Bonding social capital）」は，

家族や親しい友人など，同質性の高い人々との強

い紐帯を通じて，情緒的な支援や深い信頼関係が

得られる点に特徴がある。一方で，「橋渡し型社

会関係資本（Bridging social capital）」は，異質

な社会集団をつなぐ弱い紐帯を通じて，新たな情

報やリソースにアクセスできる点が特徴である

（Putnam, 2000）。

　SNS（Social Networking Services）の普及に

より，社会関係資本の構築はオンライン空間にも

広がっている。こうした背景を受けて，Putnam

の枠組みに基づいて開発されたWilliams（2006）

のInternet Social Capital Scalesは，オンライン

での社会関係資本を測定する尺度として広く用い

られている。実際，この尺度を用いた研究では，

SNS利用と社会関係資本との関連に関する知見が

徐々に蓄積されつつある（Huang & Gao, 2025）。

先行研究では，FacebookやInstagramの利用が，

強い紐帯の維持・補強や弱い紐帯の形成に寄与す

ることが示されている（Ellison et al., 2007; Liu et 

al., 2016; Shane-Simpson et al., 2018）。一方で，

SNS利用と社会的つながりの間に有意な関連が見

られないとする研究もあり（Krause et al., 2022），

どのようなSNS利用が社会関係資本の向上に寄与

するのかについては，依然として課題が残されて

いる。

　このような国際的な知見を踏まえ，日本の若年

層に目を向けると，SNSは日常生活に深く浸透し

ている。総務省（2024）によれば，全般的に若

年層のLINE，Instagram，X（旧Twitter）などの

SNS利用率が高く，大学生協（2024）の調査でも，

大学生の９割以上が情報検索や交流にSNSを活用

している。国内研究では，LINE利用が社会関係

資本の蓄積に寄与する傾向が報告され（桂，

2018），プラットフォームによる利用傾向の違い

も示唆されている。たとえば，Instagram利用者

は対人関係や社会的つながりを重視し，X利用者

は趣味志向が強い（松田，2022）。さらに特定プ

ラットフォームの利用は主観的幸福感や社会関係

資本の向上に結び付く可能性が指摘されている（Ye 

& Ho, 2024）。

　近年，若年層の間では，複数プラットフォーム

の併用や複数アカウントの使い分けが日常的に行

われている（添田・叶，2021）。こうした使い分

けにより，自己開示を調整したり交流相手を選別

したりする一方で，それが社会関係資本に及ぼす

影響については，十分に検討されていないのが現

状である。日本において，どのようなSNS利用が

社会関係資本の構築に結びつくのかを明らかにす

ることは，重要な課題といえる。

　そこで本研究では，大学生を対象に，SNSをど

のように活用し，いかにして社会関係資本を築い
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ているのかを質的アプローチにより探索すること

を目的とする。本研究でいう社会関係資本は，

Putnam（2000）による分類（結合型・橋渡し型）

に依拠し，とくに以下の側面に着目する。「結合

型社会関係資本」は，親密で強固な信頼関係や感

情的支えを伴うつながりとして捉え，「橋渡し型

社会関係資本」は，異なるコミュニティとのゆる

やかなつながりを通じて，多様な情報やリソース

にアクセスする機会を生み出すつながりとして考

える。これらの側面は，参加者の語りに基づき，

彼らがどのようなつながりを感じ，どのように意

味づけを行っているのかを読み解くことで明らか

にされる。そこで，以下のリサーチクエスチョン

を設定した。

　RQ１：大学生は，LINEやInstagram，Xなどの

SNSをどのように活用し，人間関係を構築してい

るのか。

　RQ２：SNS上の行為や認知は，社会関係資本の

形成や維持にどのような影響を及ぼしているのか。

　次節では研究方法を示したうえで，分析結果お

よび考察を通じて，SNS利用と社会関係資本の関

係を明らかにしていく。

２　研究方法

　本研究では，大学生を対象にSNS利用の実態と

社会関係資本との関係を検討するため，半構造化

インタビューを実施し，質的データを収集した。

SNS利用における個別の経験や文脈を重視し，量

的調査では捉えにくい利用動機や利用行為，さら

に利用者がどのように関係性を意味づけ，どのよ

うな信頼やつながりを感じているのかといった社

会関係資本の質的側面を明らかにすることを目的

としている。特に，大学生のSNS利用に関する具

体的な経験や認知プロセスを深く理解するため，

質的研究が適した方法であると判断した。

2.1　研究対象者

　本研究では，目的サンプリングを用い，名古屋

市内の大学に在籍する18～22歳の大学生12名を

対象とした。これは，名古屋が地方都市でありな

がら大都市圏の特徴も併せ持つことから，若者の

実態を探索的に把握する意義があると判断したた

めである。また，本研究の研究者にとって，研究

協力の依頼や対面でのインタビュー実施が比較的

容易な環境であった点も考慮した。

　質的研究においては，理論的飽和（Theoretical 

saturation）に達しうるサンプル数が推奨される

（Strauss & Corbin, 1998；Guest et al., 2006）。

先行研究は，12名程度の参加者によるインタ

ビューでも，理論的飽和に達し得ることを示して

いる（Guest et al., 2006）。本研究では12名を対

象に調査を実施し，結果として男性７名，女性５

名となった。これは募集の都合や研究協力の同意

状況によるもので，意図的に男女比較を設計した

わけではない。本研究の主目的は性差の検討では

ないが，今後の研究ではよりバランスの取れたサ

ンプリングが望ましい。なお，参加者のデモグラ

フィック情報およびSNS利用状況の詳細は，表−１

に示す。

2.2　データ収集

　本研究では，2024年２月から４月にかけて，

半構造化インタビューを用いてデータを収集し

た。具体的には，日常生活におけるSNSの利用状

況と人間関係に焦点を当て，研究者と参加者によ

る一対一の対面インタビューを実施した。各セッ

ションは約30分を目安とし，以下のような質問

項目と，参加者の回答に応じて追加した質問を組

み合わせる形で進めた。

①　利用しているSNSの種類と主な使い方

②　各SNSを利用するメリットとデメリット

③　各SNSでつながっている人の特徴

④　SNSの利用が人とのつながりに与える影響

⑤　メインアカウントやサブアカウントの有無と
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その活用方法（初回インタビューで浮上したテー

マを基本質問に追加）

　インタビューを開始する前に，研究の目的や内

容，プライバシー保護について説明し，参加者か

ら文書による同意を得た。インタビューは，プラ

イバシーが確保された環境で実施し，録音データ

は匿名化して保存した。また，インタビューの前

に，基本的なデモグラフィック情報（性別と年齢）

や各SNSの利用状況（利用時間とつながっている

人の数など）に関するアンケートに回答しても

らった。

2.3　分析方法

　本研究では，SNS利用と社会関係資本の関係を

帰納的かつ探索的に理解し，参加者の発言内容か

ら洞察を導き出すことを目的とした。社会関係資

本は広範な概念であるが，本研究では特に，若者

のSNS利用という文脈において，SNSの使用を通

じて感じられる信頼感や安心感といった強いつな

がり，および新たな情報や視点を得る機会をもた

らす弱いつながりに焦点を当てている。こうした

側面は，フォロワー数や友人の数といった量的な

指標では捉えきれないため，インタビューにおけ

る語りをもとに，参加者が認識する社会的つなが

りのあり方を分析対象とした。

　具体的には，まずインタビューデータの全体的

な傾向を俯瞰し，客観的な分析を行うために，テ

キストマイニングを活用した。その後，データか

ら概念や枠組みを帰納的に構築する質的手法であ

るグラウンデッド・セオリー・アプローチ用い，

詳細なコーディング分析を実施した（Glaser & 

Glaser, 1992; Charmaz, 2006）。この二つの手

法を合わせることで，SNSが大学生の社会関係資

本にどのような影響を及ぼすのかを探索的に考察

した。また，テキストマイニングはR（v4.3.2）

で実施した。形態素解析にはRMeCab（v1.0.11），

語頻度抽出と前処理にはdplyr（v1.1.4）および

stringr（v1.5.1）を使用した。共起ネットワーク

構築にはwidyr（v0.3.3），ネットワーク解析には

igraph（v1.5.1），可視化にはggraph（v2.2.1）

を用いた。なお，コーディング分析は質的分析ソ

フトウエアMAXQDAにより行った。具体的な分

析プロセスは以下の通りである。

　①　形態素解析による名詞の頻出語分析：イン

表−１　参加者のデモグラフィックとSNS利用状況

LINE（NS）：LINEにおけるネットワークサイズ（友達数）。Instagram（NS）：Instagramにおけるネットワークサイズ（フォロワー数）。X（NS）：
Xにおけるネットワークサイズ（フォロワー数）。

参加者 年齢 性別 LINE (T) Instagram (T) X (T) LINE (NS) Instagram (NS) X (NS)
1 21 男性 1-2時間 0-1時間 1-2時間 301-350人 400人以上 1-50人

2 19 女性 0-1時間 0-1時間 0-1時間 301-350人 351-400人 201-250人

3 19 男性 2-3時間 0-1時間 0-1時間 251-300人 400人以上 400人以上

4 21 女性 0-1時間 0-1時間 0-1時間 101-150人 201-250人 1-50人

5 22 男性 2-3時間 1-2時間 1-2時間 201-250人 1-50人 101-150人

6 19 女性 0-1時間 2-3時間 利用していない 101-150人 1-50人 NA
7 22 男性 2-3時間 0-1時間 1-2時間 251-300人 400人以上 400人以上

8 19 男性 1-2時間 0-1時間 0-1時間 101-150人 400人以上 0
9 22 男性 0-1時間 0-1時間 0-1時間 101-150人 151-200人 151-200人

10 18 女性 1-2時間 2-3時間 利用していない 101-150人 201-250人 NA
11 18 女性 1-2時間 2-3時間 0-1時間 51-100人 251-300人 1-50人

12 19 男性 0-1時間 0-1時間 1-2時間 51-100人 51-100人 0
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タビュー逐語録を形態素解析し，データ全体で頻

出する名詞を抽出した。話題抽出のために，文脈

に左右されにくい名詞に限定した。処理は次の三

段階で行った。名詞の基本形のみを抽出し，記号・

一文字語・汎用語を除外し，出現頻度の高い上位

50の名詞を選定した。

　②　共起ネットワーク分析：上記の形態素解析

結果を基に，共起ネットワーク分析を行った。文

脈関連性をより的確に把握するため，名詞のみな

らず形容詞や動詞も含めた主要語彙を対象に出現

頻度上位50語を選定し，語同士の共起関係を可

視化した。これにより，SNS利用に関する語彙間

の結びつきや文脈上の特徴を把握し，SNSプラッ

トフォームごとの特徴や社会関係資本に関連する

語彙の関係性を明らかにした。

　③　コーディングによる詳細分析：インタ

ビューデータは，質的分析手法であるグラウン

デッド・セオリー・アプローチを用いて詳細に分

析した。具体的には，逐語録作成からオープンコー

ディング，アクシャルコーディング，セレクティ

ブコーディングに至るプロセスを経て，SNS利用

と社会関係資本の形成や維持に関するストーリー

ラインを構築した。コーディングは第一筆者が担

当し，カテゴリー統合と解釈の妥当性については

他の著者と討議を行った。分析過程および得られ

た結果の詳細については，結果の節において記述

する。

３　結果

　本章では，テキストマイニングによりインタ

ビューデータ全体の特徴を俯瞰してから，グラウン

デッド・セオリー・アプローチの結果を提示する。

3.1　テキストマイニングによる全体像

3.1.1　形態素解析による名詞の頻出語分析結果

　インタビュー逐語録に形態素解析を実施し，名

詞の頻出語を抽出した。上位50の名詞を出現頻

度の降順で示したものが表−２である。最頻出語

は「友達」（185回）で，次いで「ライン」（167回），

「自分」（144回），「インスタ」（119回），「ツイッ

ター」（90回）が続いた。これらの結果は，SNS

が友人関係維持の主要手段であることを示唆す

る。学業・生活関連語も多かった（例：「大学」

85回，「高 校」63回，「部 活」48回，「バ イ ト」

表−２　上位50の名詞の頻度表

順位 単語 頻度 順位 単語 頻度

1 友達 185 26 時間 27

2 ライン 167 27 追加 27

3 自分 144 28 授業 26

4 インスタ 119 29 ゲーム 25

5 ツイッター 90 30 相手 25

6 大学 85 31 趣味 24

7 グループ 81 32 返信 24

8 連絡 76 33 顔 24

9 アカウント 68 34 dm 22

10 仲 68 35 学校 22

11 写真 68 36 雑談 21

12 高校 63 37 話 20

13 フォロー 60 38 鍵 20

14 情報 54 39 イメージ 19

15 交換 51 40 旅行 18

16 投稿 51 41 文章 17

17 メイン 50 42 内容 16

18 部活 48 43 反応 16

19 アカ 47 44 学部 16

20 サブ 47 45 炎上 16

21 ストーリー 39 46 発信 16

22 一緒 34 47 ネット 15

23 関係 29 48 バイト 15

24 コメント 28 49 会話 15

25 電話 28 50 学科 15
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15回）。学生が授業や日常活動の共有にもSNSを

活用していることが読み取れる。アカウント運用

に関する語として「アカウント」（68回），「メイン」

（50回），「サブ」（47回），「アカ」（47回）が確

認された。「メインアカ（メインアカウント）」と

「サブアカ（サブアカウント）」と呼び分ける慣

行が浸透していると考えられる。また，「インスタ」

は正式名称「インスタグラム」よりも略称が一般

的に使用されていた。

3.1.2　共起ネットワークに見るSNSと人間関係

　本研究では，形態素解析結果を基に，名詞・形

容詞・動詞を対象として出現頻度上位50語を選

定し，語同士の共起関係を可視化するために共起

ネットワーク分析を実施した。語の共起強度は

Dice係数により算出し，語のつながりに基づい

てLouvain法でコミュニティを検出した。

　Dice係数は，単なる共出現回数ではなく，そ

れぞれの語がどの程度出現しているかを踏まえ

て，語と語の結びつきの“強さ”をバランスよく

評価できる指標である。頻出語に過度に引っ張ら

れず，語同士の関係を適切に評価できる点から，

本研究においては共起強度の指標としてDice係

数を採用した。ここでの「コミュニティ」とは，

共に出現しやすい語同士が構成するグループを指

し，SNS利用に関する語の使われ方や関連性を捉

える手がかりとなる。図−１は，Dice係数に基づ

いて構築された共起ネットワークを可視化したも

のであり，検出された語のコミュニティを11色

で示している。ノードの大きさは語の出現頻度

（freq）を，エッジの太さは共起強度（Dice値）

を表している。

　共起ネットワーク分析の結果，「友達」「インス

タ」「ライン」がネットワークの中心に位置し，

多くの語をつなぐ重要な役割を果たしていた。ま

ず「友達」（緑色クラスタ）は「高校」「大学」「部

活」「ゲーム」などと共起しており，学校生活や

部活動，オンラインゲームといった日常的な接点

を通じて，友人関係が築かれていることが示され

た。「ライン」（青色クラスタ）は「インスタ」「交

換」「グループ」「仲良く」と共起しており，ライ

ンを通じた親密なやりとりの様子が浮かび上がっ

た。中でも「交換」は「ライン」と「インスタ」

を結ぶ語となっており，異なるSNS間を橋渡しす

る役割を果たしている点が注目される。一方，「友

達」と「インスタ」は直接つながっていなかった

ものの，「いい」を介して間接的につながってい

た。「いい」は「コメント」や「投稿」とも共起

しており，インスタグラム上ではリアクションや

投稿を通じて，自己表現と対人関係の構築が行わ

れていることが読み取れる。

　また，「写真」（橙色クラスタ）は「インスタ」

と直接関連しており，「載せ」や「旅行」は「写真」

につながっていて，ライフログ的な投稿の特徴を

示していた。「アカ」「メイン」「サブ」「アカウン

ト」（水色クラスタ）は太線でつながり，「写真」

とも共起していたことから，旅行写真などの投稿

がメインアカウントとサブアカウントの使い分け

と関係していることがうかがえる。さらに，「イ

ンスタ」は「ツイッター」ともつながっており，

「ツイッター」は「情報」と直接に共起し，とり

図−１　共起ネットワーク
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わけ情報収集に関する文脈で言及される傾向がみ

られた。これはツイッターが主に情報収集の手段

として活用されていることを示している。総じ

て，この共起ネットワークは，SNSが友人関係の

形成や維持において多面的な役割を果たしている

ことを明らかにしている。

3.2　�グラウンデッド・セオリー・アプローチに

よる分析結果

3.2.1　コードとカテゴリーの抽出

　本研究では，半構造化インタビューから得られ

た質的データを，グラウンデッド・セオリー・アプ

ローチの手法に基づき分析した。特に，Charmaz

（2006）の構成的GTAの枠組を採用し，質的デー

タに含まれる主観的な意味づけや文脈を重視しな

がら，SNS利用がどのように社会関係資本の形成

と関連しているのかを探求した。また，分析にあ

たっては，信頼感や安心感を軸とする「結合型社

会関係資本」，および新たな情報や視点を得る機

会をもたらす「橋渡し型社会関係資本」という二

つの視点に着目し，それぞれが質的データにどう

のように表れているかを分析した。分析は以下の

プロセスを経て進められた。

　①　オープンコーディング：逐語録を意味のま

とまりごとに分割し，SNS利用や社会関係資本に

関連する発言に対し，ラベルを付与した。この段

階では，「LINE（つながり感が強い）」「Instagram

（気楽にメインアカウントを交換できる）」「X

（大学関連の情報収集）」「新しい人間関係の構築

に対する不安」「人とのつながりへの意欲」など，

計177のコードが得られた。

　②　アクシャルコーディング：得られたコード

間の関係性を検討し，より抽象度の高い概念やカ

テゴリーへと統合した。たとえば，「メインアカ

ウントでの高品質な写真の投稿」「メインアカウ

ントでの自慢できる達成の共有」「メインアカウ

ントでの慎重な自己表現」といったコードは，「メ

インアカウントにおける自己ブランド管理」とい

うカテゴリーとして再構成された。この結果，最

終的に19のカテゴリーが導出された。

　③　セレクティブコーディング：統合されたカ

テゴリー群を「SNS利用が大学生の社会関係資本

の形成や維持にどのように関与するか」という中

核テーマを軸に再構成し，全体像を示すストー

リーラインを描き出した。ストーリーラインの構

築にあたっては，解釈の一貫性を高めるため，共

著者間で議論を重ねた。特に，各カテゴリーがど

のようにテーマに結びつき，一貫した解釈として

構成されるかを検討した。

　以上の手順を通じて，本研究は，大学生のSNS

利用の実態と，それが社会関係資本の形成や維持

にどのように関与しているかを探索的に捉えるこ

とを試みた。

3.2.2　�SNSの利用と社会関係資本に関するストー

リーライン

　セレクティブコーディングでは，「SNS利用が

大学生の社会関係資本の形成や維持にどのように

関わるか」という中核テーマを軸に，抽出された

カテゴリーを再構成し，その関係性を整理するこ

とで，SNS活用と社会関係資本の関係図を示す構

造的枠組みを提示した（図−２参照）。

　本研究のストーリーラインは，主に以下の二つ

の大きなテーマと五つのサブテーマによって構成

される。各テーマはPutnam（2000）の社会関係

資本理論における「結合型」と「橋渡し型」の視

点に照らして分析された。

図−２　SNS活用と社会関係資本の関係図
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【テーマ１】SNS間の相互補完的な活用と社会関
係資本
　このテーマでは，複数のSNSの使い分けが，社

会関係資本の構築にどのような役割を果たしてい

るかに着目する。特に，プラットフォームごとの

利用特性が，「信頼に基づく親密な関係（結合型）」

と「いろいろな情報にアクセスできる広範な関係

（橋渡し型）」という二つの側面にどう関係して

いるかが分析の焦点である。

　［サブテーマ１-１］LINE，X，Instagramの使
い分けと社会関係資本：本サブテーマでは，若者

が各SNSの特性に応じて関係の「強さ」と「目的」

を使い分けている実態が示された。

　LINEはプライベート空間として認識されてお

り，家族や親しい友人とのやり取りにおいて重要

な役割を果たしていた。また，グループチャット

を活用した情報交換や雑談が盛んで，対面での関

係を深める手段として活用されている。このよう

な利用実態は，感情的な支えや信頼を伴う強い関

係性の維持に資するものであり，結合型社会関係

資本につながる実践として捉えることができる。

　家族だったら，ほんとに雑談みたいな感じです。
ひとり暮らしなので……向こうの実家側の様子と
かを教えてもらったりしていて……
� （参加者４）

　大学で普段一緒に授業受けている子たちのグ
ループは，そこはテストの情報とか共有するし，部
活の大きいグループだと部活の諸連絡が流れてく
るグループもあるし，バイト先のライングループと
かだと……バイトに関する情報が流れてくる……
� （参加者７）
　一方で，Xは大学関連の新歓情報や趣味情報な

ど，知人ではない広い範囲から情報を得る場とし

て機能していた。Xを通じて新たな情報や，共通

の興味を持つ人々との接点を築いていた。このよ

うに，他の集団へのアクセスができ，橋渡し型社

会関係資本の形成に寄与していると考えられる。

　入学に必要な準備とか……部活とかサークルの
情報だったり，あとは同じ学科の人と，ツイッター
見つけて,そっからラインのグループに入れても
らって……
� （参加者４）

　知らない人でも自分にとって有益な情報をくれ
るっていうのが１番のメリットですかね……
� （参加者９）

　ジャニーズ好きなので，それの公式のアカウン
ト見たりとか……
� （参加者11）

　Instagramは，写真を介した自己表現や体験の

共有に特化したプラットフォームとして活用され

ており，学校の行事や旅行などのことを投稿する

ことで，人々との接点を保ちつつ関係を強化しよ

うとする意図が見られた。このような「一対多」

の共有行動は知り合いとのゆるやかなつながりを

維持しつつ，親しい友人との関係も写真共有で確

認し合うという，結合型と橋渡し型を併せ持つ

SNS利用のあり方として位置づけられる。また，

表１からは，Instagramではフォロワー数が多い

参加者が多く，広範なネットワーク形成に積極的

に活用されていることが示唆された。一方，Xは

フォロワー数にばらつきがあり，ネットワーク形

成の点ではInstagramよりも活用度が低い傾向が

見られた。

　（Instagramに）パッて（写真を）載せたら……
特定の人だけじゃなくて……フォローしている人
全員には見えるんじゃないですか……みんなに見
せたいってところだと，インスタはやっぱいいん
じゃないかな……
� （参加者１）
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　高校の行事，文化祭とか，球技大会とかでいっ
ぱい写真撮るじゃないですか……（Instagramに
写真あげるのを）楽しんでいます……
� （参加者10）

　［サブテーマ１-２］関係の境界線とつながる
SNS：このテーマでは，人間関係の進展とともに

利用するSNSが変化するプロセスに着目した。特

に，出会いやゆるやかな接点の形成にInstagram

が用いられ，その後，親密度が高まるとLINEへ移

行するという段階的な関係構築の実態が示された。

このように，初期接点を築く場としてのInstagram

は橋渡し型社会関係資本の起点として，LINEは

結合型社会関係資本を深める場として機能してい

ると考えられる。

　インスタで軽く知り合って……学校の中とかで
たまたま喋る機会があって，仲良くなりたいなと
か思ったらラインでもっと会話持ち出すみたいな
感じかなと思います……
� （参加者１）

　たまに（Instagramの）DMで，「〇〇ちゃんの
友達だよね」みたいで，「昨日一緒にご飯食べた
よね，仲良くしてね」みたいなとか，普通に話す
こととかあって，そっから，たまにじゃあ遊ぼう
よってなることもあるし，そっから，ライン交換
しよってなることもあるので，すぐライン交換っ
ていうよりかは，インスタがワンクッションに
なっているかもしれない……
� （参加者２）

【テーマ２】Instagramのアカウント戦略と社会
関係資本の形成
　このテーマでは，Instagram内での複数アカウ

ント運用に焦点を当てる。若者たちは，広範なつ

ながりを保つメインアカウントと，親しい友人と

の交流に特化したサブアカウントを使い分けるこ

とで，関係の深さやプライバシー意識に応じた柔

軟なネットワーク管理を行っていた。複数アカウ

ントの活用は，結合型と橋渡し型社会関係資本を

バランスよく構築することを可能にしていると考

えられる。

　［サブテーマ２-１］複数アカウントによるつな
がりの構築：このサブテーマでは，Instagramに

おける複数アカウントの使い分けに注目する。参

加者は，フォロワーが数百人にのぼるメインアカ

ウントを通じて比較的広いつながりを維持する一

方で，サブアカウントは少人数のフォロワーに限

定し，ごく親しい関係のなかでのみ活用していた。

このように，それぞれのアカウントが，異なるタ

イプの社会関係資本を築くための場として用いら

れていると考えられる。

　僕，なんかインスタでも，２個アカウント作っ
て……500人ぐらいいる方と……ほんとに50人ぐ
らいしかいない方があって……こっち（50人の方）
はほんとに仲いい人しかフォローしてない……
� （参加者１）

　インスタ（のアカウント）は……２つあって，メ
インとサブっていうか，大学の知り合い全部があ
るアカウントと……仲いい子だけがアカウント……
� （参加者３）

　［サブテーマ２-２］自己呈示スタイルの選択と
社会関係資本：このサブテーマでは，複数のアカ

ウントにおける自己開示の内容やスタイルの違い

が，社会関係資本の質とどのように関わるかに着

目する。メインアカウントでは，当たり障りのな

い自己呈示がなされ，サブアカウントではカジュ

アルな自己呈示が行われている実態が明らかに

なった。こうした自己呈示の選択とコントロール

は，Instagram上で築かれる人間関係の広がりと

深さの両立を可能にしており，それぞれが橋渡し

型社会関係資本と結合型社会関係資本に対応して

10

大学生のSNS活用にみるプラットフォーム及びアカウントの使い分けと社会関係資本の構築

―LINE・X・Instagramを対象とした質的研究� 黄　雪琴・金　相美・高　行健



いると考えられる。

　（サブアカウントでは）別に他の人に気にしな
くて……適当にアップロードするって感じですか
ね……面白い写真って日常生活での食べ物とかそ
ういう写真とかです……友達がふざけている写真と
かはあげたりしますけど，そんな感じですかね……
� （参加者８）

　メインアカは，おしゃれなカフェとか……旅行，
ディズニー行ったとかそういうなんか特別なやつ
で，ちょっとなんか映えている……サブアカは……
ほんとに地元の友達，なんかラーメン行ったとか，
なんかそういうなんかラフな感じ……
� （参加者11）

　［サブテーマ２-３］プライバシー管理と信頼構
築：このサブテーマでは，プライバシー意識が複

数アカウントの活用スタイルにどのように表れ，

それが社会関係資本にいかに影響するかに注目す

る。参加者はプライバシーへの配慮から，メイン

アカウントとサブアカウントを使い分けており，

このようなプライバシー管理の戦略は，信頼を基

盤とした社会関係資本の構築と深く関係している

と考えられる。また，対人関係の構築に慎重な姿

勢を示す傾向も確認された。

　（メインアカウント）500人ぐらいいるから……
全員知ってる人やけど，まあ，そんなに仲良くな
い人もいるから……そんなに個人が識別できるよ
うな写真は載せないようにしている……
� （参加者１）

　顔あんまりあげない……だって（メインアカウ
ントで）知らない人もつながってるから……でも
まあ，たまにあげるけど，自分の顔あげるのが多
いのがサブアカ，小っちゃいアカウントの方が自
分の顔は上げやすい……（メインアカウントで）

知らない人に見られる可能性もあるから……不特
定多数の人とつながっているから……
� （参加者２）

　大して仲良くない人とつながりたくなく……
フォローリクエストを拒否するのは申し訳ないか
ら，そもそも来ないようにしようと思って顔を出
さないようにしています……
� （参加者６）
　次に，これらの結果と先行研究との関係および

その意義を考察する。

４　考察

　本研究では，若者がSNSを通じてどのように社

会関係資本を構築しているのかを，質的手法によ

り検討した。Maracek等（2001）が指摘するよ

うに，人々自身の語りに耳を傾け，そこから理論

的洞察を導くことは，質的研究において重要であ

る。本研究もこの立場に立ち，得られた二つの主

要テーマについて，先行研究の比較を通じて考察

を深めるとともに，研究者としての視点を加えて

解釈を試みる。

4.1　�社会関係資本の形成におけるSNS間の相補

的な活用

　本研究の第一のテーマは，若者がLINE，X，

Instagramといった複数のSNSを，目的や関係の

深さに応じて使い分けながら，社会関係資本を構

築していることを明らかにすることであった。こ

の枠組みをより具体的に捉えるため，以下の二つ

の視点から考察を行う。

4.1.1　�LINE，X，Instagramの使い分けと社会関

係資本

　まず明らかになったのは，若者が各SNSの特性

を踏まえ，関係のタイプや交流の目的に応じてSNS

を使い分けているという点である。LINEは親しい
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人との連絡手段，Xは匿名性を活かした情報収集

と弱いつながりの場，Instagramは発信と交流が

共存するハイブリッドな空間として位置づけられ

ていた。このような使い分けは，結合型・橋渡し

型の両方の社会関係資本の構築を支える実践とい

えるだろう。こうした傾向は，XとInstagramの利

用目的の違いを示した松田（2022）や，SNSの組

み合わせと社会関係資本の関連を量的に示した研

究（Ye & Ho, 2024）と呼応している。本研究は，

これらの知見を具体的なSNSの利用実態を通じて

補強した点に意義がある。「SNSの組み合わせと

役割分担」という視点は，インターネット時代に

おける社会関係資本の理解に欠かせない視座であ

ることが示唆された。

4.1.2　関係の境界線とつながるSNS

　次に注目されたのは，関係の深さの変化に伴っ

て，つながるSNSが移行・追加されていくという

現象である。たとえば，Instagram上での軽いや

り取りが対面での交流のきっかけとなり，その後

LINEへとつながることで関係が深まっていく様子

が確認された。このような「つながるSNSの変化」

は，単なるSNSの選好ではなく，関係の進展に応

じたつながり方の再構成として捉えることができ

る。この点について，Facebookを対象とした研究

（Pennington & Hall, 2020）は，「Facebook上

の行動は関係の深さを反映するものであり，それ

自体が関係性を変化させるものではない」と主張

している。また，同研究は単一のプラットフォー

ムに焦点を当てており，今後は複数のSNSを対象

とした研究によって，この視点をさらに深化させ

る必要があることも指摘している。本研究は，ま

さにこの点を補完するものであり，関係の深さの

変化に応じた「つながるSNS」の移行や追加と

いった実践を通じて，SNSの選択が関係性の質的

変化といかに結びついているかを明らかにした。

特に，関係の深まりに応じて，つながるSNSが追

加・移行されることが，社会関係資本の構築プロ

セスに組み込まれていることが示唆された。こう

したSNSを通じたつながりは，状況や関係性の変

化に応じて柔軟に再編される動的なプロセスとし

て捉えることができる。

　本テーマは，社会関係資本の形成におけるSNS

間の相補的な活用の実態を明らかにした点に意義

がある。こうした知見は，先行研究が示した今後

のSNS研究の方向性とも呼応しており，SNS上の

行動の相互作用や関係性の動的な変化過程を捉え

る視点の重要性を裏づけている（Taylor et al., 

2022）。本研究は，SNSの使い分けやプラット

フォーム間の移行といった実践を通じて，その具

体的な一端を示した。

4.2　�Instagramのアカウント戦略と社会関係資本

の形成

　本研究の第二のテーマでは，Instagramにおけ

る複数アカウントの戦略的運用と，それが社会関

係資本の形成にどのように関わっているかを明ら

かにした。このテーマについては，以下の三つの

視点から考察を行う。

4.2.1　複数アカウントによるつながりの構築

　本研究では，Instagramにおいてメインアカウ

ントとサブアカウントを使い分ける実践が確認さ

れた。メインアカウントは比較的広範な人間関係

を対象とし，広いつながりとの接点を維持する場

として機能していた。一方，サブアカウントはフォ

ロワーを限定し，信頼できる親しい人とのやり取

りに特化していた。これにより，関係の広がりと

深さの両立を可能にしており，橋渡し型と結合型

の両方の社会関係資本を場面ごとに構築していた

と考えられる。このような複数アカウントの使い分

けに関しては，海外の研究において，Rinsta（Real 

Instagram）とFinsta（Fake Instagram）という

用語を用いてその実態が論じられている（Duffy 

& Chan, 2018; Darr & Doss, 2022）。Rinstaは，

比較的広範な知人との接点を維持する“公的な”
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アカウントとして，Finstaは，限られた親しい友

人との私的なやり取りのために活用されるとされ

ている。また，日本の大学生を対象とした市村・

柴田（2024）の研究でも，複数アカウントの利

用が，「接触頻度の高い身近な関係」と「接触頻

度の低い広範な関係」といった関係性の性質に応

じて使い分けられていることが示されている。本

研究でも，同様の使い分けが参加者の語りから確

認された。本研究は，こうした知見を踏まえ，ア

カウントの使い分けは，関係性の広がりと深まり

に応じて，対人ネットワークを柔軟に構築するた

めの手段であると考えられる。具体的には，メイ

ンアカウントは広く浅いつながりの維持に，サブ

アカウントは親しい相手との気軽で信頼に基づく

やり取りに用いられていた。Putnam（2000）の

社会関係資本の視点から見ると，メインアカウン

トは橋渡し型資本，サブアカウントは結合型資本

の形成と関連している可能性がうかがえる。この

ように，アカウントを使い分けるという実践は，

関係性の性質に応じて社会関係資本を構築するこ

とと結びついている可能性がある。

4.2.2　自己呈示スタイルの選択と社会関係資本

　次に，Instagramにおけるメインアカウントと

サブアカウントでの自己呈示スタイルの違いが，

社会関係資本の構築とどのように関係しているの

かを検討する。メインアカウントでは「おしゃれ

なカフェ」や「旅行」などの「映える投稿」が多

く，広範なフォロワーを意識した印象管理的な自

己呈示が行われていた。一方，サブアカウントで

は「ふざけた写真」や「日常のくだけた出来事」

など，親しい友人との気軽なやり取りが中心であ

り，よりリラックスした空間として活用されてい

た。こうした使い分けは，先行研究とも一致する。

先行研究は，Finstaのような非公開アカウントが，

他者の評価を気にせずリアルな自己を共有できる

“セーフスペース”として機能していると指摘して

いる（Darr & Doss, 2022）。また，Rinstaでは理

想的な自己の呈示が重視される一方で，Finstaで

は「面白さ」や「気軽さ」を重視した自己呈示が

行われる傾向があることが報告されている（Kang 

& Wei, 2019）。こうした自己呈示の傾向は，そ

れぞれのアカウントが異なる社会関係資本を築く

役割を担っている可能性を示唆するものである。

メインアカウントでは，「見栄え」のよい情報を

共有することで広範な知人とのゆるやかな接点を

保ち，情報交換や機会の獲得といった橋渡し型資

本の形成に寄与していると考えられる。一方，サ

ブアカウントは，率直でくだけたやり取りを通じ

て信頼や親密さを育む場として機能し，結合型社

会関係資本の構築に関わっていると解釈できる。

このように，自己呈示を調整することによって，

社会的ネットワークの「広さ」と「深さ」を選択

的に形成する行為は，社会関係資本の質的構造と

深く関係していると考えられる。

4.2.3　プライバシー管理と信頼構築

　最後に，プライバシーが，信頼関係の構築や社

会関係資本の形成とどのように関係しているのか

を検討する。とくに，メインアカウントとサブア

カウントの使い分けに表れるプライバシーへの配

慮が，自己開示の範囲の調整や信頼の構築にどの

ように関わっているのかに注目する。こうした関

係構築のスタイルは，松田（2000）が指摘した「選

択的」な対人関係の傾向とも重なる。松田は，携

帯電話やメールといった複数のメディアを通じ

て，相手との距離感を調整しながら関係を築く若

者の姿を描いている。現在のInstagramで見られ

るアカウントの使い分けも，こうした選択的な関

係構築の一形態として理解することができる。

　このようなプライバシーへの配慮によるアカウ

ントの使い分けは，対人信頼感の高さと深く関係

している可能性がある。Acquisti等（2015）は，

プライバシー管理を単なるリスク回避ではなく，

「対人関係の構築に向けた調整的な行為」として

捉えている。本研究においても，若者は信頼でき
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る相手のみにプライベートな情報を開示すること

で，安心して交流できる空間を構築していたこと

が明らかとなった。また，日本の若者は他者から

の評価に対する感受性が高い傾向があるとされて

おり（Yamaguchi et al., 1995），そのような背

景のもと，開示範囲を慎重に調整しながら，信頼

に基づく関係性を選択しようとする様子が確認さ

れた。このように，プライバシーを意識したアカ

ウントの使い分けは，防御的反応を超えて，安心

できる関係性を築くための積極的な手段として機

能している。

　総じて，本研究は，Instagramが単なる情報共

有のツールにとどまらず，文脈に応じて情報アク

セス，親密さ，信頼といった社会関係資本の構成

要素を柔軟かつ戦略的に形成するための空間とし

て機能していることを明らかにした。このような

実践の分析は，若者のSNS利用の実態を理解する

うえで，理論的にも実践的にも有意義な知見を提

供する。

4.3　まとめと本研究の限界

　本研究は，日本の大学生が主要なSNSをどのよ

うに活用し，社会関係資本を形成しているかを探

索的に分析した。半構造化インタビューを通じて

得られた質的データをテキストマイニングとグラ

ウンデッド・セオリー・アプローチを用いて分析

した結果，大学生は異なるSNSを目的別に使い分

け，複数のプラットフォームを組み合わせること

で社会関係を維持や構築していることが明らかと

なった。また，Instagramの複数アカウント運用

はプライバシー管理や対人関係の調整に寄与して

おり，単なる自己呈示の場ではなく，プライバシー

意識に対応する手段として機能していることが示

唆された。

　しかしながら，本研究にはいくつかの限界があ

る。第一に，サンプルが名古屋市の大学生12名

に限定されており，結果を全国の大学生や他の年

齢層に一般化することは難しい。第二に，探索的

な質的研究であるため，得られる知見の一般化や

因果関係の強い主張には慎重である必要がある。

第三に，テキストマイニングを用いた分析では，

インタビュー内容の文脈的解釈に注意を要し，単

語の出現頻度や共起関係のみでは解釈しきれない

側面がある。今後は，より多様な属性の参加者を

含めた量的研究や比較研究を行うことで，SNS利

用と社会関係資本の関連性をさらに検証や拡張す

る必要がある。また，SNSの進化がユーザーの人

間関係に与える影響を引き続き探求し，社会的な

インパクトを考察することが求められる。

注
（１） 本 論 文 の 要 旨 の 一 部 はInternational 

Association for Media and Communication 

Research（IAMCR）2024学会にて発表した。

（２）本論文の要旨は第65回日本社会心理学会

にて発表した。

（３）Twitter（ツイッター）は，2023年７月24

日に「X」へ名称変更されたが，インタ

ビュー対象者の多くは旧称である「ツイッ

ター」を使用していた。そのため，引用に

おいては原文のまま「ツイッター」と表記

した。

（４）本研究では名詞の基本形のみを抽出してい

るため，一部の複合語や活用語が名詞形と

して処理されている場合がある。
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要　約

　選挙運動のツールとしてソーシャルメディアに対する関心が日本政治で高まっている。しかし，そこ

で表れる地方政治家の感情への理解，政治過程の関係では不明なことが多く残されている。この状況を

踏まえ，本研究は，名古屋市長を長期にわたり務めた河村たかしの感情変化，選挙時と平常時の比較，

対立候補との違い，ユーザー反応と感情の関連を，X（旧Twitter）上のテキストで考察した。

　その結果，河村の投稿では全体的にポジティブ感情の表出が優先され，選挙前にその増加が目立った。

特殊な時期には，ネガティブ感情が急増した。また，通常時と比較して選挙時の河村の投稿では，ポジ

ティブ感情とネガティブ感情の乖離が拡大する傾向が示された。投稿数の変化から，2009年からの２

原稿受付：2025年５月６日
掲載決定：2025年11月29日
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期の間，河村は国政選挙をより重視していたが，13年からの２期の間には地方選挙に注目した発信を

していた。17年市長選では新人候補よりも河村はよりポジティブな内容を投稿したが，21年同選挙で

は河村はネガティブな内容を多く投稿していた。現職と新人の立場の違いに加え，現職に不利な情勢も，

この変化を起こした要因だったとうかがわれる。ユーザー反応と感情の相関分析を通じて，ネガティブ

感情が政治交流を促進する関係性が明らかになった。これらから，本研究は，現代日本の地方政治とメ

ディアの関係において，ネット上で怒りがユーザーの政治動員効果につながる可能性を示す事例として

位置づけられる。

Abstract

　As a campaign tool of elections, social media has become the focus in Japan. However, there is 

a lack of understanding regarding the emotions expressed by local politicians on social media and 

their connections to the political process. Therefore, this paper examines the case of Takashi 

Kawamura, the long-term mayor of Nagoya city, using sentiment content on X to explore changes 

in his emotions during election and non-election periods, the contrast with rival candidates, and 

the relationship between user reactions and emotions.

　As a result, positive emotions were prioritized in Kawamura’s posts, and the increase was even 

more pronounced before elections, whereas negative emotions spiked during special events. 

Furthermore, the gap between positive and negative sentiments in Kawamura’s posts expanded 

markedly during the election period compared to ordinary times. Based on post frequency, 

Kawamura emphasized national elections during his first two terms（starting 2009）, with his focus 

shifting to local elections in his subsequent terms（starting 2013）. In the 2017 mayoral election, 

Kawamura posted more positive content compared to his opponent, while in the 2021 mayoral 

election he adopted a more negative tone. Besides the explanation provided by the difference 

position of incumbents and challengers, these trends also highlight how electoral context and 

political dynamics influence emotional appeals. Correlation analysis of user reactions and 

emotions found that negative emotions yield higher user engagement. In conclusion, this paper 

presents a case study indicating that angry has a political mobilizing effect on online users, within 

the context of the intricate interplay between local politics and the media in contemporary Japan.
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１　はじめに

　2024年東京都知事選では，既成政党の支援を

受けずにSNS戦略を活用した候補が現職の小池百

合子に次ぐ票を集めた現象は，「石丸旋風」と評

され，選挙後メディアの注目を集めた。これを契

機にして，ネット選挙が解禁されてから11年が

経つ日本政治とインターネット，選挙とソーシャ

ルメディアの関係が再び，議論を巻き起こしてい

る。

　伝統メディアが優位な環境下で，ソーシャルメ

ディアを活用した選挙戦略の有効性は長らく疑問

視されてきた。なぜなら，国政選挙の研究では，

候補者はオフラインの選挙活動を優先するためで

ある（吉見, 2017）。Twitter上の投稿も全体的に

告知や報告が中心で，政策論争は低調である（上

ノ原, 2019）。ここから，国政選挙とソーシャル

メディアの関連性は薄いといえる。これに対して，

政治家と有権者の距離がより近い地方政治におい

て，こうした議論はさらに少ない。また，橋下徹，

石原慎太郎，田中康夫などを対象とするポピュリ

ズム研究はあるものの,同時代で都市間比較する

ほどの事例は蓄積されていない。情報環境の変化

を加味した首長研究はさらに限られる。そこで本

研究では，戦後最長となる15年間名古屋市長を

務めた河村たかし（以下，河村）を事例に，その

ポピュリスト的特徴を加味しながら，ソーシャル

メディア活用とその感情表出を検討する。

　もっとも，ポピュリズム研究は，時代や地域を

超えて関心を集め続けるが，その定義はいまだ合

意に至っていない。アプローチの視点もイデオロ

ギ ー（e.g. Mudde, 2004） や 政 治 戦 略（e.g. 

Weyland, 2001），コミュニケーションスタイル

（e.g. De Vreese et al., 2018）など多様である。

これらを踏まえ，本研究は，ポピュリストを包括

的に理解する枠組みとして広く参照される Mudde 

& Kaltwasser（2017＝永井・高山，2018）の定

義に依拠し，社会を「汚れなき人民」と「腐敗し

たエリート」という二分法的構図で捉え，政治を

人民の一般意思の表現とみなすこのイデオロギー

を，「ポピュリスト」と位置付ける。この定義と関

連研究に基づくと，河村は新自由主義の考え方を

持つ一方で，庶民による直接的な意思決定を重視

する点で，ポピュリストの類型に該当する（木田，

2012；後，2017；松谷，2022）。

　また，選挙時，日常を問わずソーシャルメディ

アの重要性が増しているが，そこで表出する感情

への注目度は比較的低い。Evans et al.（2017）

が提唱するアフォーダンス（Affordance），文字

数制限，双方向性と匿名性などの特質を考慮する

と，投稿者が表す感情こそが，ソーシャルメディ

アの利用誘因と言える。森沢（2014）は，ソー

シャルメディア上の内容を自然な会話の「声」に

よるコミュニケーションの延長上のものと捉え，

情動的感情主体のコミュニティを形成するとい

う。さらに，政治家の感情表現にユーザーはどの

よ う に 反 応 す る か と い う 問 題 提 起 も あ る

（Bossetta & Schmøkel, 2023）。政治家の人柄

を重視するパーソナライゼーションの風潮と相

まって，オンライン上で感情が政治的動員や参加

に影響する可能性を踏まえると，政党支持の基盤

が弱い新人候補とポピュリストにとって，感情の

表出は選挙戦を優勢に導く要因となりえる。欧州

の研究では，ポピュリストの感情的訴求が選挙の

成 功 要 因 と し て み な さ れ て い る（Widmann, 

2021）。しかし，日本の地方政治，首長とメディ

ア，ポピュリストとソーシャルメディアといった

論点について，比較研究を可能にするほどの蓄積

はなされていない。

　以上を踏まえ，本研究は感情分析ソフトLIWC

（Linguistic Inquiry and Word Count）を用いて，

2009年から21年名古屋市長選に出馬した主要候

補者のX（旧Twitter）投稿に表れた感情の変化，

選挙時と平常の違い，他の候補者との感情表現の

違い，さらにユーザーの反応との関連性を検証す

る。こうした日本の地方政治家の投稿に表れる感
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情変化の検討は，都市部における首長のソーシャ

ルメディア利用と感情表出の一端を，事例研究と

して明らかにできるかもしれない。

２　感情と政治

　政治学では，理性的な議論を通じて合意形成過

程を追究するアプローチが重視される。熟議民主

主義と公共圏の理論がその典型例である。だが，

こうした規範的アプローチにはいくつかの問題が

ある。性別，階層，人種に基づく排除の構造以外

に，公共コミュニケーション（Public Communi-

cation）における感情の影響が見逃されてきた

（Lünenborg, 2020）。

　諸科学の進展とソーシャルメディアの浸透に伴

い，感情と政治の関係性は政治学やコミュニケー

ション学で関心を集めてきた。そこでは感情は，

理性と対立せず，独立したプロセスとして人間の

思考，意思決定または政治的行動に影響する

（Marcus, 2000）。関連研究は，送り手と受け手

からなる伝統的な分析枠組みから，政治家と有権

者それぞれの感情表出とその効果を検討してき

た。ただ，そこで展開されるコミュニケーション

は，送り手と受け手の境界線を曖昧にさせる特徴

がある（Lünenborg, 2020）。そのため，そうし

た構図にこだわらず，個々人の視点をつなぎ合わ

せる共同のストーリーを演出できるオンラインア

クティビズムが多くの研究者の関心を惹きつけた

（Papacharissi, 2016）。

　海外では，政治家の感情表出に注目する研究が

蓄積され，その中でもポピュリストの感情表現が

重要なテーマと位置付けられる。それは，前述し

たポピュリズムの定義に起因する（Mudde & 

Kaltwasser, 2017）。ポピュリストがネガティブ・

キャンペーンを採用しやすいことを，多くの研究

は実証してきた（e.g. Nai, 2021; Widmann, 2021; 

Klinger et al., 2023）。ポピュリズムの多様性を考

慮しながら，Caiani & Di Cocco（2023）は，右

翼のポピュリストが主にネガティブ感情を用いるの

に対して，左翼やハイブリッドのポピュリストがポ

ジティブ感情に訴求しやすいという。批判対象と

して，左派ポピュリストは経済エリートを，右派ポ

ピュリストはメディアエリートを据えやすい

（Engesser et al., 2017）。LIWCを用いた研究では，

野党より与党はポジティブ感情を多用するともい

われる（Crabtree et al., 2020）。ところが，選挙

が近づくと，野党，例えポピュリストなど極端な主

張を持つ政党もより肯定的なメッセージを発信す

るという（Castanho Silva et al., 2024）。Katalinić 
et al.（2023）によれば，候補者は主観性が強く，

ややポジティブな内容を投稿するが，地域，国家

とグローバルに関わる様々な文脈に応じて優先順

位を変化させて，多様な政治的言説を展開する。

感情極性以外に，政治家の言論から内容の信憑性

（Bond et al., 2023），認知と身体の区別を検討す

る研究もある（Robinson et al., 2017）。

　では，政治家の感情的なアピールを，有権者は

どのように受け取り，また政治家と相互作用する

か。この点について，Klinger et al.（2023）は

ネガティブな投稿とドラマチックな投稿がユー

ザーの参加度を高めると示し，さらにソーシャル

メディアのアルゴリズムと政党の政治戦略の影響

が混在すると推論した。ソーシャルメディア間の

比較では，候補者の顔から察知される感情には差

がほぼないが，InstagramユーザーはFacebook

ユーザーに比べて，政治家の感情をより高く評価

しやすい（Bossetta & Schmøkel, 2023）。

　Bobba（2019）によれば，ポピュリズム的な発信

が高い好感度を得やすいことに加え，ソーシャルメ

ディアの「仲介の排除」「即時性」「双方向性」といっ

た特性は，迅速な拡散や支持者間の結束を強化させ，

ポピュリズムに大きく利する。日本では，政党や政

治家のイメージ構築と有権者が抱く感情温度を検討

する研究が主流であった（今井，2003；吉見，

2017）。この点からみても，政治家の感情的訴求に

関する検討は少ない状況にある。
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３　事例の概略：長期政権の河村市政

　戦後，オール与党体制で運営されてきた名古屋

市政は，2009年河村市長の誕生以降，市長と議

会の間で政治的緊張関係に基づき展開されるよう

になった（木田，2016）。同年の市長選では，河

村は自民・公明支持の細川昌彦を破り，当選した。

翌年，河村は市民税減税や議会改革をめぐり，市

議会の解散請求に向けた署名活動をはじめた。こ

れをきっかけに実施された11年トリプル選挙（愛

知県知事選挙，名古屋市長選，住民投票からなる）

で河村陣営は勝利した。彼と連携した大村秀章が

知事に当選し，市議会の解散も成立した。なお，

同年３月13日の名古屋市議選では河村が昨年設

立した地域政党「減税日本」から28人の公認候

補が当選し，同党が市議会第一党となった。

　これ以降，河村は減税日本を率いて国政進出に

動き出し，大阪維新の会などとも連携を図るもの

の，所属議員の不祥事や離党，政党間の連携の停

滞に伴い，自党で国会議席の確保が難しくなって

いった。2012・17年衆院選では，協力関係にあっ

た他党から出馬した全員が落選し，独立候補を擁

立した14年衆院選でも当選を果たせなかった。そ

の後，市議会や県議会においてもその勢力は減退

していった。ただ，党の退潮は名古屋市長選にお

ける河村の再選とは連動しなかった。2013・

17・21年市長選では，河村と市議会の各会派か

ら支持を受ける候補との一騎打ちの構図が続い

た。13年の事例では，対立候補の支援体制は自

民と民主に限られていたが，17年には，1985年

以降独立候補を擁立し続けた共産も岩城正光（以

下，岩城）の支援に回った。これは，「与野党相

乗り候補対河村」という構図の成立を意味する。

21年には，県知事リコール署名偽造事件の影響を

受け，河村と横井利明（以下，横井）の得票差は，

河村初当選時の23万弱から４万強に減ったが，結

果的に河村が５回目の再選を果たした。政策につ

いては，河村市政は市民税減税，市長給与削減と

名古屋城天守閣木造復元などを進めていた点で，

一貫性があった。

４　研究対象・研究手法 

　本研究は，当時のTwitter APIを利用して河村

のアカウント開設時（2009年12月）から５回目

の当選を果たした市長選（21年４月）までの1,343

件の投稿を取得した（収集時期：21年９月）。候

補者間の感情表現を比較するため，17年・21年

市長選の対立候補，岩城（180件）と横井（117件）

が各年１月から４月の間に発した投稿を収集し

た。この二人を河村の比較対象に選定する理由は，

13年４月からのネット選挙解禁，さらに17年と

21年市長選では，河村の投稿頻度が月次ベース

で安定していたためである。

　分析の前処理にあたって，本研究は，同義語や

固有名詞などの他，感情分析の精度を向上するた

め，名古屋弁と英語表記を日本語の標準語にコー

ティングした（平山，2013参照）（1）。その後，

LIWCの日本語版辞書（J-LIWC2015）を用いて

各感情カテゴリに属する単語の出現頻度と割合を

算出した（Igarashi et al., 2022）。J-LIWC2015

は大規模なコーパスで使用頻度を確認した後，日

本語特有の頻出語句を辞書に追加し，心理学者が

再分類した辞書であり，原版辞書との語義的同等

性，内的一貫性，構成概念妥当性が高いことが検

証されている（Igarashi et al., 2022）。もっとも，

LIWCは単語から感情を判定するため，皮肉など

文脈依存性の高い表現を正確に検出できない課題

も あ る。 次 に， 本 研 究 はR（version4.3.0） の

ggplot2，patchwork，Hmisc，statsの パ ッ ケ ー

ジを用いて，投稿内容との対応関係を踏まえつつ，

感情の時系列変化，17・21年市長選における河

村と対抗馬の感情表出を比較する。そして，「い

いね」数とリポスト数をユーザー反応とみなし，

本研究はそれらと河村の投稿に表れた感情の関係

を検討する。
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５　分析結果

5.1　投稿活動の変化

　図１は，河村の投稿活動の変化を示す。初の市

長選となる09年４月にはアカウントが未開設で

あった。11年のトリプル選挙（11年）でも河村

は投稿しなかった。それらは，オフラインの選挙

活動をより重視する日本の公選法の規制，選挙文

化，ネット選挙に移行していない状況を映し出し

ているだろう。その後３回の市長選では，彼の投

稿数は上昇していた（13年４月２件，17年４月

60件，21年４月60件）。

　国政選挙について，興味深いことに，衆議院選

挙に関する投稿数は，参議院選挙前後に比べ，は

るかに少ない印象を与える。解散時期が定まらな

い衆院選に対して，改選が見通しやすい参院選は，

政治家には選挙戦略と候補者公募選定などの段取

りを組みやすい。国政復帰や党勢拡大を目指す河

村にとっても，この点は関係するように見える。

12年・14年・17年の衆院選よりも10年・13年・

16年の参院選における投稿数のピークが目を引

く。その他，12年６月の消費税法改正をめぐっ

て急増した投稿から，減税を基本理念とする河村

の主張が読み取られる。

　しかし，ソーシャルメディアを選挙ツールとし

て利用する彼の姿勢は，19年の参院選に変化し

た。その原因は国政選挙での不振に加え，同年開

催された国際芸術祭「あいちトリエンナーレ

2019」への抗議活動と関連する。同年10月から，

河村は企画展「表現の不自由展・その後」の展示

中止を求め始め，４カ月間にわたり投稿数も増え

た。もちろん，名古屋市議選や愛知県議選などの

地方選挙に関連する投稿もあったが，その数は企

画展関連の投稿数には及ばなかった。図１にある

投稿数の変化からも，自らの選挙を含む地方選挙

以上に，河村は国政選挙，衆院選より参院選をよ

り強く意識して発信したことがわかる。前述した

党勢を踏まえると，河村自身の集票力の安定ぶり

とは対照的に，こうした発信数の差異は減税日本

とその所属党員の支持基盤の弱さを間接的に説明

している。本事例においても，ポピュリストが率

いる政党と支持者の関係を理解するには，リー

ダーのカリスマ性が重要になっている（Bobba, 

2019）。

　20年以降，投稿数の波形は時に激しくなって

いる。それらは，20年１月コロナ感染の拡大，

同年６月大村知事リコール運動，21年２月に発

覚した署名偽造事件と結びつく。投稿数の変化は，

河村の主張，アピールの必要性を急かす心理状況

を投影する面があるから，先述した21年市長選

図１　河村の投稿件数に関する時系列推移
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の接戦を招く伏線になったともいえる。

5.2　感情表出の変化

　図２は，河村の投稿における感情変化を各期で

示す（2）。本研究では，長期間の比較をするために，

月別件数が全投稿数に占める比率から重み付けさ

れたスコアが提示される。具体的には，全体の感

情変化を表す「感情プロセス（affect）」，そのサ

ブカテゴリーである「ポジティブ感情（poseme）」

と「ネガティブ感情（negamo）」が用いられる。

ネガティブ感情には，さらに「不安（anx）」，「怒

り（anger）」，「悲しみ（sad）」が含まれる。

5.2.1　１期目

　１期目の投稿数は少なく（N＝63），感情の高

まりも起伏も少ない。トリプル選挙の時期でも，

それらは表れなかったが，10年の参院選前にポ

ジティブ感情とネガティブ感情ともに微増にとど

まった。ポジティブ感情が上回っているものの，

ほぼ同様な軌跡を描くことから，２つの感情変化

は顕著ではなかったと評価される。ネガティブ感

情の中では，不安と悲しみよりも，与党に減税を

求める怒りがより顕著に表れている。

　４人が出馬した11年市長選において，44万票

差をつけて対抗馬を破った河村は，選挙に関して

投稿しなかったため，首長選期間と平常時の比較

は難しい。それとは対照的に，10年参院選が近

づくにつれ，全体的な感情の高まりが確認される。

5.2.2　２期目

　２期目の投稿件数（N＝167）は，12年前半に

集中する。それとともに感情表現のピークも表れ

た。この時期は，11年に橋下徹と松井一郎がそ

れぞれ大阪市長，大阪府知事に初当選し，維新の

会が全国的に知名度を上げた時である。地方自治

の変革を強調する維新に影響されるように，河村

の投稿は脱原発や教育委員会制度の廃止などの政

策議論で彩られた。国政動向に関する評論として，

通常国会における消費税法改正法の可決・成立へ

の批判が見られた。これらの内容は，河村が時々

の政治動向に照らして自身の政策主張を根拠付

け，伝播させようとする意図を窺わせ，不安の感

情訴求につながりやすい。さらに，河村政治塾の

開催など，地方政治と国政を問わず，立候補リク

図２　河村の投稿で表出した感情の時系列変化（任期ごと）
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ルートが見られた。全体的に１期目と同様，ポジ

ティブな投稿が比較的多かったが，政策批判も目

立った。図中でも12年５月にネガティブ感情

（0.09）がポジティブ感情（0.10）に迫った。

９月以降，投稿数が十件未満に減る中で，ネガティ

ブ感情（0.014）が初めてポジティブ感情（0.004）

を上回った。それは，12月衆院選に向けた維新

の会との選挙協力に関する報道に対する河村の不

満を反映する。それは，怒りと悲しみとして表現

された。例えば，「中日新聞（2012年９月10日付

夕刊，筆者補足）の『河村氏　維新にすり寄る』

こ の 見 出 し は， ひ ど い。」（2012/９/10，23：

49）があげられる。そこから，減税日本と維新

の会の協力関係に破綻の兆候が見えるが，実際こ

の投稿から２週間後，維新の会幹事長から減税日

本との決別が報じられた。

　13年市長選では，河村，自民県連推薦と民主

県連支持を受けた元市議の藤沢忠将，共産推薦の

元大学非常勤講師の柴田民雄が立候補した。11

年トリプル選挙の票差には及ばなかったが，河村

は藤沢に23万票以上の差をつけて３選を果たし

た。しかしながら，市長選に関する河村の投稿数

は依然として少なかった。４月にマニフェストに

関する投稿があったが，感情変化の確認は難しい。

２期目では，河村の関心は自身の選挙よりも，国

の消費税引き上げ，市民税減税のアピール，他党

との関係，名古屋や中京圏における党の存在感に

向けられていた。それゆえ，既成政党が議論する

増税政策への批判に加え，河村の期待と異なる協

力関係と選挙結果がネガティブ感情につながった

とみられる。

5.2.3　３期目

　市長選が迫るまで，この期においても大きな感

情の起伏は起きなかった。17年２月の悪天候に

よる気遣いを表す投稿を除けば，ポジティブ感情

が一貫して優勢であった。参院選が近づくにつれ，

投稿活動が活発になっている点が改めて確認され

る。しかし，感情プロセス値が10年参院選（0.18）

から，13年参院選（0.06），16年参院選（0.04）

へと進むごとに下がることから，参院選に対する

河村の関心低下が表れる。他に，１月新年のお祝

いや政治塾のお知らせにより，ポジティブ感情が

微増した。河村の「自力入力」は事務局の発信と

区別しやすい。その内容は，政治家の生活や感想

を中心にするパーソナルな投稿とみられ，親和性

を高めたい意向が垣間見られる。例として，以下

の投稿が引用される。

　今，風呂出たとこ。まあ寝ないかん。くそ暑
かった。蒲郡，うだこうせい候補と自転車街宣。
「本人」の旗，日本中で候補者，自転車街宣で使っ
とるけど，不肖ワシ河村たかし，発明品だでね。
そこへ行くまでの苦労，落選２回などなどわかっ
て使ってちょう。ョ� （2013／7／10，01：10）

　17年市長選の立候補者は３名（河村，前副市

長の岩城，元会社員の太田敏光）いたが，選挙戦

は岩城と河村の一騎打ちであった。河村は，減税

日本の推薦を受け，岩城は自民党，民進党市議団

と共産党議員が加わる市民団体「革新市政の会」，

社民党愛知県連からの支援を受けた。ただ，二人

とも市民派を印象付け，幅広い支持を得るために，

無所属で立候補した。結果は，河村の45万票余

りに対して，岩城が19万票余り，太田が約２万

票の得票にとどまった。

　従来と異なる点は，市長選前後の感情表現の変

動である。17年４月の投稿では，感情プロセスと

ポジティブ感情が大幅に上昇したのに対して，ネ

ガティブ感情は微増にとどまった。ポジティブ感

情が最も強く表れた投稿は，同月17日の市民税減

税に関する世論調査を引用したものである。「朝刊，

市民税減税（名古屋だけ）yes 64％ no 15％，ど

えりゃあうれしい」（2017／4／17, 21：46）という

投稿が例である。ここから，対抗馬との議論にお

いて市民税減税が焦点の一つになったことを踏ま

え，マスメディアの報道引用などで，政策の説得
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力を高める河村の狙いが推察される。その他，投

開票日（４月23日）に恒例の水掛けと感謝の意を

載せた投稿がポジティブ感情を高めていた。

　現職と新人の異同を考察するため，河村と岩城

の投稿に関する感情を比較した結果が表１であ

る。投稿数については，河村より岩城が意欲的に

ソーシャルメディアを選挙に取り入れたように見

える。河村のポジティブ感情は高く見えるが，

Welchのt検定では有意差はない（t （156）＝0.58, 

p＝.56）。それに対して，岩城投稿のネガティブ

感情が高かった（t（193）＝－3.37, p＜.001）。原

文を確認すると，岩城による投稿の多くは現職批

判であった。例えば，岩城は「現場主義」「対話

主義」「ミニ集会」の言葉を多用して，熟議民主

主義をアピールし，河村市政への批判を「市民目

線」の無さといった表現に基づいて展開した。こ

うした異なる政治的志向性以外に，「チェンジ河

村，チャレンジいわき！」のスローガンを通じて

市長交代を訴えた。それゆえ，岩城の投稿では，

現職市政への不満と結びつきやすいネガティブ感

情が数値に反映されたとみなせる。

　河村の投稿は，成果を強調，連呼する内容であっ

た。ただ，対抗馬への言及と思わせる内容が含ま

れなかった。これは，現職が肯定的な発信，新人

が否定的な発信をしやすいという先行研究の知見

と一致する（Crabtree et al., 2020）。言い換え

れば，公職に就き続ける正当性を強調するために，

守勢に立つ現職が成果や利点をアピールしやすい

が，ポスト奪取を目指す新人候補は，現状批判の

ロジックを採りやすいことになる。

　ネガティブ感情の内訳（表２）をみると，岩城

が表現した感情の平均値と標準偏差のいずれも河

村より高い。Welchのt検定では，怒りのみに有

意差があった（t（240）＝－3.81, p ＜.001）。候

補者ごとに投稿内に表れる感情の差を検討するた

め，Friedman検定とWilcoxonの符号付順位検定

（Bonferroni補正）を行った。岩城では有意差が

みられ（χ²（2）＝33.54, p ＜.001），怒りは不安（p
＝.000027）と悲しみ（p＝.0027）より有意に高

かった。一方で，河村の三感情に有意な差はなかっ

た（χ²（2）＝1.4, p＝.50）。

5.2.4　４期目

　最多投稿件数（N＝959）を記録した河村の４

期目では，感情の表出と起伏が多くなった。17

年５月から18年末まで，ポジティブ感情が高揚

していた。それは17年衆院選，地方選挙のキャ

ンペーンに関連する。県下の首長選挙，例えば，

半田市長選や清須市長選に限らず，東京都議選の

応援にもソーシャルメディアを活用していた。こ

れまでと比べると，業績を強調する内容が首長選

挙以外の時にも発信されるようになった点が異な

る。選挙モードに入ると，感情差は開いていき，

18年１月にその差は最大となった（posemo＝

0.099, negamo＝0.001）。これは，選挙応援や

投票の呼びかけなどを表すポジティブな投稿の増

加に起因するとみられる。

　国会の議席数低迷に伴い，それまで重視した参

院選に関する投稿数も平常時ほどに落ち着き，６

月には３件，７月には６件のみであった。こうし

た変化から，河村が国政から地方政治に軸足を移

す可能性が窺える。だが，同年10月以降，「あい

ちトリエンナーレ2019」への抗議投稿が増加し，

表２　2017年選挙におけるネガティブな感情表現

発信者 不安 怒り 悲しみ

河村

(N = 70)
0.05

(0.29)
0.14

(0.51)
0.14

(0.62)
岩城

(N = 180)
0.09

(0.41)
0.53
(1.11)

0.18
(0.67)

注：（ ）内は標準偏差

表１　2017年市長選における感情表現の比較

プロセス 感情 感情

河村

(N = 70)
3.70

(3.36)
3.20

(3.10)
0.47
(1.11)

岩城

(N = 180)
4.14

(4.27)
2.93

(3.89)
1.10

(1.73)
注：（ ）内は標準偏差

発信者
感情 ポジティブ ネガティブ
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11月には13年間で最高の感情値が記録された

（affect＝0.32, posemo＝0.20, negamo＝0.11）。

実行委員会長を務めた大村知事への批判や芸術祭

への抗議が，投稿に反映された。この怒りの感情

も過去一番の値（0.05）であった。それ以降，長

期にわたり河村の投稿ではネガティブ感情の中で

「怒り」が最も表れやすいと評価される。

　他に，姉妹都市協定締結に関する海外出張の一

コマを映す個人的な内容も投稿された。それを

きっかけとして，河村は英語の投稿を始め，マス

メディアへの関心を引き，活動の影響力を高めよ

うとしていた。その中に河村はマスメディア報道

への疑問や社説内容への批判も記した。以下の２

つのツイートはその典型例と言えるだろう。

　why press don’t write concerning NAGOYA 
AICHI triennale①therewas Enperor INSALTED 
movie ②①was intentionally hidden ③exibition 
is organized� （2019／11／1，0：23）

　中日新聞，朝日新聞もそうですが，今回のトリ
エンナーレの特殊性（前述Twitter①～③）につ
いてマスコミの報道が極めて少なく，事実が国民
の広まらず，大変に危険を感じておるがね。（事
務局代理入力）� （2019／11／8，19：11）

　こうしたマスメディアへの批判的態度は， 

Engesser et al.（2017）が指摘するポピュリス

トの特徴に合致する。また，この点は，後述のコ

ロナ対策に関するマスメディア報道への不満投稿

にも反映されている。

　20年１月国内初のコロナ感染者が確認され，

２月に名古屋市でも初症例が報告された。河村は

市長として，市内の感染者数や対策情報を積極的

に発信した。状況を見極めるように感情の差が収

縮した１月に対して，緊急事態宣言が発令された

４月にはコロナ発生後最多の投稿（82件）をし，

全ての感情指標も高まった。河村の不安感情も0.2

を超え，最初の緊急事態宣言にも危機感が表れた。

以下に，それに関連する投稿の例を示す。

　自力入力again コロナ対策最前線ではたりゃあ
て頂いとる，特に医療関係者皆様 さんきゅうべ
りまっち。6,000名預かる学童 トワイライト関
係皆様 50，000名預かる保育園携わっとられる
皆様。ご苦労かけとります。さんきゅう。ご意見
ご要望 どうぞ 不肖 河村たかしまで 入れてちょ
うだい。バイ� （2020／4／8，21：40）

　また，政策対応として，河村はコロナの影響を

受けやすい個人事業主向けに融資制度を起案し

た。そこには，指導力のアピールとともに，政治

エリートやメディアエリートへの批判が彼の投稿

から窺われる。例えば，以下の投稿である。

　自力入力 コロナ ほんだけど「高給完全100％
保証 首長 議員 公務員 『庶民の苦しみ 救わない
かん』繰り返されるテレビ発言。ほんだけど 『自
分は別』高給100％保証 幸せ 当たり前」テレ
ビ 国会など 見とると つくづく。高須クリニッ
ク院長 ぐらいしか このこと 言ってくれん。言
うと 政治に嫌われる。� （2020／4／7，22：43）

　コロナ対応と並び，６月２日に大村知事リコー

ル運動が始まった。同日，河村は投稿で「全力応

援」と支持を表明し，高須克弥とともに署名活動

の応援にまわった。投稿では天皇への侮辱，慰安

婦像の展示への抗議などのネガティブな語句が一

方で散見される。他方，有権者に支持を訴えよう

として，「日本の国 普通に愛する皆さんの声」と

いったナショナリズム的言説とポジティブな語句

が多用されていた。同月，ポジティブ感情が高ま

り，ネガティブ感情が低下した。その後２か月間，

ネガティブ感情は約0.03の低水準で安定してい

た。こうした違いは，18年１月の選挙モード時
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と類似する。そこから，選挙に限らず，署名運動

においても支持拡大のために，河村は前向きな感

情を押し出し，動員を展開しようとしたことが再

確認される。９月にはリコール運動がエスカレー

トして，河村は大村知事の辞職勧告決議を求める

請願書を愛知県議会に提出した。この頃，ネガティ

ブ感情，とりわけ「怒り」（0.03）がより強烈になっ

ていた。たが，11月に署名が必要数に達せず，

リコール請求は不成立となり，全ての感情表出も

徐々に減衰していった。

　21年市長選では，４名が立候補したものの，

主要政党の支持を受ける新人対現職の一騎打ちの

構図は，17年と類似する。河村は減税日本の推

薦を受け，横井は自民党，立憲民主党，公明党，

国民民主党の四党の推薦と共産党県委員会の自主

支援，社民党県連の支援を受けた。結果的に，横

井の350,711票に対して，398,656票をとった河

村が５選を果たしたが，その票差は「薄氷の勝利」

を物語る。この選挙に向けて，投稿数と感情表現

は増えたが，その増加幅は前回の市長選ほど大き

くなく，ポジティブ感情の変動幅も狭かった。こ

の背景には市政評価に加え，リコール署名偽造事

件やコロナ感染拡大をめぐる河村の一連のネガ

ティブな発信がある。17年では対立候補への批

判内容が皆無だったが，21年では候補者間の攻

防と自己防衛の意識が読み取られる。そこでは，

「選挙モンスター」と称された河村の苦戦ぶりが

反映される。

　表３はこの選挙における主要候補者の感情表現の

分析結果である。２人の投稿件数に大差ないが，各

項目の平均値，標準偏差ともに，河村が横井より高

い。Welchのt検定では，有意差はないが（t（175）＝

0.96, p＝.34; t（188）＝0.67, p＝.50; t（187）＝0.91, 

p＝.36），河村の感情表出が横井のそれを上回る

可能性がある。もちろん，感情の表出程度には個

人差があり，パーソナルティにも関連する。新人

とはいえ，市議現職８期，議長の経験を持つ横井

は，17年の対立候補・岩城とは異なる政治キャリ

アを積んでいた。彼の投稿内容は市政に挑戦する

熱意よりも，街頭演説の報告，ハッシュタグ・キャ

ンペーンなどの事実と形式を強調していた。

　河村の投稿では，ポジティブ感情の比率が依然

と高いものの，前回より有意に下がった点（t（146）

＝2.04, p ＜. 05），ネガティブ感情がやや高まっ

た点が注目される（t（173）＝－1.81, p＝.07）。こ

の事例では，現職がよりポジティブな内容を発信

したことになったが，新人がネガティブ感情に偏っ

ているとまではいえなかった。しかも，17年の新

人と比べ，三つの感情数値において横井の投稿が

有意に低かった（t（291）＝3.51, p ＜. 001; t（288）

＝2.67, p ＜. 05; t（286）＝2.33, p ＜. 05）。これ

は，現職・新人の属性以外，パーソナルティや政

治経験といった要因が候補者の感情表出に関わる

可能性を示唆する。

　ネガティブ感情（表４）を見ると，平均値と標

準偏差では，河村の負の情動が横井のそれより高

いが，有意差はなかった（p ＞.05）。この点は

17年市長選とは異なるものの，二人のネガティ

ブ感情の表出特徴は前回と類似し，怒りの数値が

高いようにみえる。候補者ごとに比べると，有意

差 が あ っ た 河 村 に 対 し て（χ²（2）＝6.09, p  

＜.05），横井には差異がなかった（χ²（2）＝3.67, 

表３　2021年市長選における感情表現の比較

発信者
感情

プロセス

ポジティブ

感情

ネガティブ

感情

河村

(N = 107)
3.19

(3.87)
2.23

(3.05)
0.89

(1.91)
横井

(N = 117)
2.76

(2.43)
1.99

(2.13)
0.68

(1.33)
注：（ ）内は標準偏差

表４　2021年選挙におけるネガティブな感情表現

発信者 不安 怒り 悲しみ

河村

(N = 107)
0.11

(0.50)
0.36

(1.13)
0.27

(0.86)
横井

(N = 117)
0.08

(0.35)
0.21

(0.67)
0.10

(0.39)
注：（ ）内は標準偏差
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p＝.16）。ただ，河村の三感情に関する事後の多

重比較では，有意差があるペアはなかった（ps
＞.05）。

　その他，河村の怒りの情動は，17年に比べ約

２倍以上増した（M17＝0.14, M21＝0.36; t（159）

＝－1.80, p＝.07）。河村の投稿から，リコール

署名偽造事件の他にも，例えば10年名古屋市議

会リコール署名の有効性など，横井陣営からの攻

撃への不満も確認できる。不安の感情の表れに，

有意差がないが（t（173）＝－1.07, p＝.29），17

年よりも若干増加した点は，候補者が発信したコ

ロナの感染状況に起因する。特徴的な語句として，

「緊急」事態宣言，感染「リスク」，市民の「負担」

と「心配」などが容易に見出される。

5.3　ユーザー反応と感情表現の関連性

　次に，本研究は河村の感情表現とX上の反響の関

係性を考察する。今日の政治参加の一つの形として，

ソーシャルメディア上における一般人の活動も注目

される。ソーシャルメディア・プラットフォームは投

稿機能に加え，Xでは「いいね」やリポスト，ハッシュ

タグ等，Facebookではシェアやコメント，リアクショ

ンなどの機能を備える。Larsson（2015）はソーシャ

ルメディアの機能を四つのコミュニケーション・モー

ドに分類し，投稿を広報（Broadcast），リポストやシェ

アを再流通（Redistribution），リプライやコメント

を対話（Interact），「いいね」やリアクションを認識

（Acknowledge）にまとめた。それらの中で，本研

究はオンライン政治参加を知るために，双方向性を

伴う「いいね」，リポストに注目する。

　異なる社会的・技術的な意味を持つ「いいね」

やリポストは，政治アクターに間接的に関わりあえ

る手軽な対話手段である（Kalsnes et al., 2017）。

政治参加にかかる社会関係資本と労力から見れば，

「いいね」はより低コストで達成できる参加形態で

ある（Camaj et al., 2024）。それに対して，リポス

トは投稿を広範に伝播させる可能性があり，投稿

者との関与がより深い行為であるため（Kalsnes & 

Larsson, 2017），自分の政治志向を公にするリスク

を伴う。

　上記を踏まえ，本研究は「いいね」やリポストを

評価指標として，ユーザーに好まれ，反応を喚起す

る感情表現を探ってみたい。全体的な特徴として，

河村の投稿がもらった「いいね」数（M＝1636, SD
＝4027, Range＝0－37887）は「リポスト数」（M
＝369, SD＝1024, Range＝0－12458）より有意に

高い（t（1343）＝14.84, p ＜.001）。これは既存研究

と一致するとともに（Kalsnes et al., 2017; Klinger 

et al., 2023），両機能における異なる心理的メカニ

ズムを窺わせる。

　表５は，ユーザー反応の各項目間と全投稿にお

ける河村の感情の各項目間の相関関係を示す（３）。

該当列から，「いいね」数は，ネガティブ感情及

び怒りと正の相関をもつ。リポスト数は，ポジティ

表５　リアクションと感情表現の相関係数

いいね

数

リポスト

数

ポジティブ

感情

ネガティブ

感情
不安 怒り 悲しみ

いいね数 1
リポスト数 0.86** 1

ポジティブ感情 -0.01 -0.08** 1
ネガティブ感情 0.08** 0.14** -0.05 1

不安 0.03 0.08** 0.03 0.37** 1
怒り 0.17** 0.23** -0.09** 0.58** 0.14** 1
悲しみ 0.04 0.08* -0.01 0.43** 0.12** 0.26** 1

** p < .01, * p < .05, † p < .10
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ブ感情と弱い負の相関，ネガティブ感情並びその

下位項目との弱い正の相関が確認された。その他

には，想定通り「いいね」数とリポスト数の間に

強い正の相関（ρ＝0.86）が見られた。相関係

数は低いが，ネガティブな投稿ほどユーザーが多

くリポストと「いいね」をすること，ポジティブ

な投稿にリポスト数が少ないことがわかった。政

治家のネガティブな投稿ほどユーザーの行動を促

すという関係が，本事例にも該当しそうである

（Klinger et al., 2023）。前述では，選挙時に河

村のポジティブ感情が優位になりがちであった

が，そのポジティブな投稿がむしろユーザーの再

拡散を阻害するようにみえる。彼のネガティブな

投稿，怒りを伴う発言がより人気を博することが

本事例からわかった。

　ただし，ポジティブ感情とネガティブ感情の間

に明確な相関が見られない（ρ＝－0.05, p＝.06）。

ネガティブ感情は，怒りや悲しみ，不安と中程度

の相関，これらのネガティブ感情間にも弱い相関

が認められた（該当列を参照）。怒りの感情が，ネ

ガティブ感情と強く関連していた（ρ＝0.58）。こ

の点は，先述した消費税増税や感染拡大という混

乱する世情において既成政党とメディアエリート

への批判で表出した反エリート主義，リコール運

動並びに署名偽造事件におけるナショナリズムを

発露する河村の言説の特徴と整合している。ネガ

ティブ感情同士の関連性については，怒りと悲し

みの間に無視できない相関性がある点（ρ＝0.26）

は，投稿内でそれらの言葉が共起しやすいことを

示唆する。河村は批判対象であるエリートと，庶

民の代表である自らとを対比させることで，自身

が苦境にあることを示し，ユーザーの共感を得よ

うとしていた。それと対照的に，不安と他のネガ

ティブ感情の相関は低かった。不安は，未来に起

こりうる脅威への情動反応という側面を持つ。こ

うしたリスクは，政治動員を目指す候補者にとっ

て逆効果を招きかねないため，河村が不安の表出

を控える言葉遣いを選択した可能性を推察させる。

　以上から，先行研究が指摘したように，政治家

のネガティブ投稿が多くの注目を集めることが，

本事例でも明らかにされた。さらに，「いいね」

数と比べると，リポスト数との関連がより顕著で

あった。これは，先述した四つのコミュニケーショ

ン・モードにおける「いいね」とリポストの違い

を裏付けている。その他，本事例の特定時期に限

定されるが，ネガティブ感情が主に反エリート主

義やナショナリズムの政治的立場を伝えやすいこ

とが見出された。怒りの表出がオンライン上の政

治動員につながる可能性も指摘される。河村と新

人はいずれも負の情動の中で怒りを最も多く表出

した。こうしてみると，本事例において政治家と

ユーザー間の政治情報のフローでは，怒りが最も

伝播されやすいことになる。

６　おわりに

　ソーシャルメディアの浸透は，研究者が政治的

言説における感情表現の重要性，政治と感情の関

係を再考するきっかけにもなっている。本研究は，

日本の地方政治・選挙に着目して，長期間市政を

司った河村がX投稿上で表出した感情の変化か

ら，選挙時と平常時の比較，対立候補との感情の

違い，さらにユーザー反応と感情の関連を検証し

た。その結果，以下の知見を提示できるだろう。

　検討期間中において河村の投稿に表れた感情を

概観すると，ポジティブ感情が最も大きい割合を

占めていた。ところが，12年消費税増税，19年

の「あいちトリエンナーレ」，20年の大村知事へ

のリコール運動，さらに21年発覚したリコール

署名偽造事件といった特定時期においてネガティ

ブ感情が急増し，ポジティブ感情に匹敵するレベ

ルに達する場面も見られた。とりわけ「怒り」の

感情が芸術祭への抗議行動で目立った。

　17年以前では，市長選が近づいても投稿活動と

感情表現も大きな変化が見られなかった。むしろ，

参院選を含む国政選挙を控えた時期に，感情的な

29

社会情報学　第14巻３号　2026



投稿が著しく増加した。そこには，河村と彼が設

立した地域政党の国政進出という腹積もりがあっ

たと解釈できる。河村の発信内容は09年からの２

期においては国政選挙を意識していたが，13年以

降は市長選と県下の地方選挙に発言の焦点を移し

ていた。選挙時と平常時の比較から，４期目では

選挙が近づくとポジティブとネガティブ両感情と

もに上昇したが，ポジティブ感情が著しく高まり，

両感情の差が普段より大きく開いた点は，先行研

究 の 内 容 と 整 合 す る（Castanho Silva et al., 

2024）。取得可能なデータに基づき，本研究は首

長の投稿活動及び感情表現の変遷を選挙時に限ら

ず長期的な分析から，政治活動の動向や選挙に伴

う変化を把握した。感情とは無縁と思われる政策

アピールの内容でも，それらが密接に関連してい

た。そこから，政治・選挙過程で果たす感情の役

割を正確に評価する必要性が強調される。

　17年・21年市長選における河村と対立候補の

比較から，選挙が迫る時期には，現職・新人を問

わず，ポジティブ感情を表す投稿が多いことが示

された。既存研究にあるように，現実批判を主要

な戦略とするポピュリストでも，選挙時には前向

きな印象に切り替えていた点も本研究の事例と符

合する。その他，候補者のネガティブ感情の表出

パターンに類似性があり，怒りが圧倒的に多くな

ることが確認された。すなわち，怒りを活用する

戦略がポピュリスト特有ではないことを，本研究

は指摘する。

　17年には河村がポジティブ感情を，岩城はネ

ガティブ感情を投稿しがちであった。しかし，

21年では先行研究の知見と違い，リコール署名

偽造事件によって急変した選挙情勢を反映するよ

うに，現職によるネガティブ感情の表出が目立っ

た。そこから，選挙情勢が現職の感情表現に作用

しうることが示唆される。既存研究は，社会経済

状況が政治家の感情的アピールにもたらす影響を

分析したが（Crabtree et al., 2020），現代の情

報環境を踏まえると，突発的な事柄により前職へ

の「風向き」が変わる選挙を対象にした研究が少

ない。この点において，本研究は政治スキャンダ

ル発生時における政治家の感情表出に関する事例

を提供している。

　河村の感情表出に対するユーザーの反応を考察

した結果，ネガティブな投稿が「いいね」や「リ

ポスト」を促進していたことがわかる。その中で

は，より低コストである「いいね」は多くの場合

に感情の強さに関係なく，ユーザーに使用されや

すい。「いいね」と比べ，リポストは行動や精神

的コストがかかり，さらに投稿の拡散にとって重

要な機能であるため，心理的抵抗が大きい。本研

究は，これらの交流が候補者のネガティブ感情に

相関しやすいことを確認した。特定時期における

河村の事例では，ネガティブ感情が主に反エリー

ト主義やナショナリズムと強く結びついていた。

とりわけ怒りの情動が顕わであった。それと合致

して，異なる感情表現の中でユーザーが最も強く

反応したものも怒りであった。本事例を通して，

ソーシャルメディアにおける政治家からのメッ

セージの伝播において，怒りという感情の重要性

が浮き彫りにされた。

　上述された知見には，当然限界がある。それは，

本研究の分析対象は，河村と名古屋市政という一

事例にとどまる点である。そのため，他の時期，

地域を考慮した定式の導出には至っていない。時

代や情報環境，政治家，組織が多様であるため，

いくつもの困難を伴うが，それらを踏まえた日本

のポピュリストの比較検討が残された点は，大き

な課題である。そうではあるが，本研究は，当該

領域において，事例を蓄積している点で貢献して

いる。
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注
（１）本研究は，分析前に方言などを修正した。

独特の語尾（例：ちょう，だがね，だがや）

を「です・ます」調に，語彙（例：どえりゃ

あ，ようけ）を標準語に修正した。結果，

投稿総数1,343件のうち，1,110件が修正

された。日本語と英語の修正作業を経て，

修正前の153,250字から147,496字を分析

対象とした。

（２）データ処理を考慮して，名古屋市長選を行

う月を前任期に含めて処理した。

（３）ノンパラメトリック手法であるスピアマン

の順位相関により算出した。
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要　約

　機関投資家がESG情報を重要視するようになり，統合報告書への期待が高まっている。2010年代半

ばから統合報告書を開示する企業は増え始め，現在1,000社を超える日本企業が統合報告書を開示して

いる。気候変動や女性活躍等に関連する情報開示の義務化や機関投資家からの期待の高まりを受けて，

統合報告書の内容は常に変化してきている。

　本稿では，過去10年間の変化について，電気機器業に分類される日本企業28社の統合報告書を対象

とした調査結果を報告する。まず，統合報告書の文章中に現れる「気候変動」，「生物多様性」，「人権」，

「地域社会」，「ダイバーシティ」，「サプライチェーン」，及び「人的資本」の７つのESGワードの数が

原稿受付：2025年６月19日
掲載決定：2025年12月23日

35

社会情報学　第14巻３号　2026



大きく増加した時期を調べた。次に，ESGワード数を企業ごとに調べた結果を，公表されている機関投

資家等からの評価やESGアワードの結果と比較した。

　調査の結果，ESGワード数はESG情報の開示を求める法規制やガイドラインの導入を背景に増加して

いること，また，機関投資家の評価が高い統合報告書は，より多くのESGテーマについて他の企業に先

駆けて説明を行い，開示に積極的であることがわかった。

　2023年版頃からページ数やESGワード数が大きく減少した統合報告書が発行されている。ESGワー

ド数の増加を指標にした方法は，今後，増加の内容や背景を理解し，慎重に適用する必要がある。

Abstract

　Institutional investors are looking at ESG information as increasingly important, and 

expectations for integrated reports （hereinafter, IRs） are on the rise. The number of Japanese 

companies issuing IRs has increased to over 1,000 since the mid-2010s. The content of IRs has 

been evolving in response to the mandatory disclosure of information related to climate change 

and women's participation in the workforce, etc. and to the growing expectations of institutional 

investors.

　This paper reports the results of a survey of IRs from 28 electrical equipment manufacturers in 

Japan, looking at changes over the past 10 years. First, the period when an obvious increase of 

ESG words in the text of IRs was examined, where the ESG words are “climate change,” 

“biodiversity,” “human rights,” “local community,” “diversity,” “supply chain,” and “human 

capital.” Next, IRs of individual companies were compared in terms of the number of ESG words, 

referring to institutional investors’ evaluations and ESG awards, both of which have been 

disclosed to the public.

　The survey results showed that the ESG words have increased following the introduction of laws 

and guidelines requiring the disclosure of ESG information, and that IRs that explain more ESG 

themes than other companies, being proactive in disclosing information, are highly appreciated by 

institutional investors.

　Since around the 2023 edition, some IRs have exhibited a significant decrease in pages and ESG 

words. The decrease indicates that the method adopted in this study will require further caution 

and an understanding of the background of the changes in the IRs.
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１　はじめに

　統合報告書は，非財務情報を中心に，企業が機

関投資家向けに年次で提供する重要なコミュニ

ケーション媒体である。2010年代半ばから開示

を行う企業が増え始め，現在1,000社を超える日

本企業が統合報告書を開示している。多くの統合

報告書は，国内外の機関が発行するガイドライン

等を参照して作成されているが（注1），どのESG情

報をどのように開示するかについては，企業の判

断に任される部分が大きい。

　多くの統合報告書は，企業の沿革や事業内容の

説明に始まり，企業最高経営責任者（CEO）の

メッセージ，価値創造モデル，各事業部門の責任

者による事業の説明と展望，気候変動やサプライ

チェーンといったESGテーマの個別説明，財務・

非財務情報のデータがまとめられている。ページ

数はおよそ50ページから100数十ページである。

なお，ESGテーマとは環境（Environment），社

会（Social）及びガバナンス（Governance）に関

連し，企業が成長するために重要なテーマを指す。

　統合報告書に対する機関投資家の注目は大き

く，年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）

は毎年評価レポートを公表し，日本経済新聞等は

レベルの高い統合報告書を毎年表彰している。こ

のような評価や表彰の講評などをもとに，企業は

統合報告書の質を高める努力を行っていると考え

られる。

　本稿では，過去10年間に開示された，電気機

器業に分類される日本企業28社の統合報告書を

調査対象とした。評価にあたり，統合報告書の文

章中に現れるESGワード（例えば「気候変動」）

の数が増加した時期を指標に用いて議論した。具

体的には，ESGワードが増加した時期と情報開示

が義務化された時期との関係を調べ，次に，ESG

ワード数の変化を企業ごとに調べた結果と機関投

資家等からの評価や表彰の結果と比較した。ここ

で，情報開示に積極的な企業は，変化を先取りし

て，他社よりも早い段階で統合報告書での説明を

具体的に行っている可能性があると考えた。

２　先行研究

　統合報告書に関する学術的な研究は，ビジネス

戦略や会計学の観点から行われるものが多い。た

とえば，Eccles et al. （2014）は，統合報告書に

開示されたESG情報と企業価値等の財務指標との

関係を捉えようとしている。その論文では「高い

持続可能性を持つ企業は，ステークホルダーと積

極的にコミュニケーションするプロセスを確立

し，より長期的な視点を持ち，非財務情報の測定

と開示に優れている」と述べている。すなわち，

優れた統合報告書を作成することのできる企業は

持続可能性が高く，投資家からの評価が高くなる

ことが示唆されている。

　統合報告書を客観的に評価するため，テキスト

に着目した研究，グラフや図等の視覚的情報に着

目した研究，そして，ワード数に着目した研究が

行われている。

2.1　テキストに着目した統合報告書の評価

　統合報告書を評価する手法に関して，河村ら

（2024）は，統合報告書のテキストを機械学習

モデルに学ばせ，統合報告書を自動的に評価する

手法を開発しようとしている。具体的には，GPIF

のレポートを参照して，機関投資家の評価が高い

統合報告書104部とそうでないもの911部，合計

1,015部を準備し，その４分の３を機械学習用に

用い，残りを評価用に使っている。「文とページ

に対して階層的にアテンションを用いた深層学習

モデル」を用いて評価用の統合報告書を分析した

結果と，機関投資家の評価がよく一致したと言う。

　また，福田（2022）は，2019年から2022年に

かけて公表されたGPIFレポートにおいて「優れ

た統合報告書」に選定された企業をとりあげ，機

関投資家の選定理由をテキストデータとして，
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KHCoderを利用した計量テキスト分析を試みて

いる。その結果，優れた統合報告書には，価値創

造ストーリーの向上，事業戦略説明，中長期経営

計画，財務・非財務情報のKPI，トップの明確な

メッセージ，が繰り返し現れたとしている。

2.2　視覚的情報に着目した統合報告書の評価

　Invernizziら（2021）は，CSRレポートに使用

される表，グラフや写真が読者の理解をどの程度

助けるか，また，偽善的な印象を与えない情報の

提供のレベルはどのようなものかといった観点か

ら議論を行っている。同論文では，視覚的情報は

「単純なテキストよりも容易にかつ正確にユーザー

の記憶に残り，情報を視覚化することによって

ユーザーに重要な理解の枠組みと印象付けを提供

し，それによって意思決定に影響を与えることが

できる」と述べている。

　坂野（2023）は，日本企業30社の統合報告書

について，グラフや写真といった視覚的情報の活

用状況と効果を調査している。「投資家の評価が

高い企業はそうでない企業と比較して，統合報告

書等でESG情報に関するグラフや写真を多く活

用」し，「ESGについて評価の高い企業が，統合

報告書等に社員の写真を多く採用していることが

わかった」と述べている。

2.3　ワード数に着目した統合報告書の評価

　大谷ら（2017）は，日米欧の自動車会社８社が

発行する英文の環境報告書（2010年と2013年に

発行されたもの）を研究対象にテキストマイニン

グを用いた分析を行っている。出現率の高い語（例

えば，environment, emission, vehicle, reduce）

が報告書のどの章で多く使われているか，また，

2010年と2013年での変化を，ビジネス環境の変

化を踏まえて議論している。

　Carter et al. （2024）は，2024年１月から７月

までに米国S&P500企業から発行された250部の

サステナビリティレポートに対して様々な分析を

行っている。分析の一つとして，米国での反ESG

キャンペーンの影響を測ることを目的として，報

告書のタイトルに「ESG」が使われる頻度を前年

度と比較している。結果は，「ESG」が表紙のタ

イトルに使われる割合が，前年度の35％から24％

に減少していた。一方，報告書の本文中では「ESG」

は平均で62回現れており，「ESG」は減ったが，

無くなったわけではないと述べている。

３　国内の統合報告書に対する第三者評価

　日本企業の統合報告書に対する第三者による評価

には，年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）

が2019年以降毎年公表しているレポート（「GPIFの

国内株式運用機関が選ぶ『優れた統合報告書』と

『改善度の高い統合報告書』」）（GPIF （a）, 2020-

2024）と，WICIジャパンと日本経済新聞がそれ

ぞれ主催する表彰制度がある。GPIFレポートに

は優れた統合報告書に対する機関投資家のコメン

トがそのまま記載されている。一方，日本経済新

聞とWICIによる表彰制度は，機関投資家や学識

経験者等で構成される審査委員会でそれぞれの評

価基準を使って表彰企業を決定している。

　以下に，GPIFレポートと２つの表彰制度につ

いて概説する。併せて，過去に高い評価を受けた

企業名を表にまとめる。

3.1　GPIFレポート

　国内に活動拠点を持つ機関投資家15機関に対

してアンケート調査を行っている。４以上の投資

機関から優れていると評価されたものが「優れた

統合報告書」として選ばれる。2019年から2024

年で選ばれた企業名を表１にまとめる。

3.2　日経統合報告書アワード

　日本経済新聞社が主催し，金融庁，経済産業省，

日本公認会計士協会が後援している。2024年の

アワードが第４回となる。参加企業数は，第１回
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は290社，第４回は496社である。

　第４回アワードでは，グランプリ（総合３社，

E賞１社，S賞２社，G賞１社），準グランプリ６社，

新人賞１社，優秀賞46社が選ばれている。表２

にグランプリに選ばれた企業名をまとめる。

3.3　WICI統合リポートアワード

　WICI（The World Intellectual Capital/Assets 

Initiative） は2007年 に 発 足 し，WICI Japanは

2008年に設立されている。統合報告書の審査，

表彰はWICI Japanの活動として2013年から行わ

れている。審査対象は時価総額上位300社の統合

報告書に，国際統合報告評議会（IIRC）のフレー

ムワークに相当する統合報告書と判断されるもの

を加えている。

　2024年12月に公表された審査結果では，Gold 

Awardに ３ 社，Silver Awardに ２ 社，Bronze 

Awardに２社，Special Awardに１社が選ばれて

いる。過去にGold Awardに選ばれた企業名を表

３にまとめる。

　GPIFレポートと２つのアワードで高い評価を

受けた企業のうち電気機器業に分類される企業

は，日立製作所（下線延べ９回），オムロン（５

回），リコー（３回），ソニーグループ，村田製作

所，TDK（各１回）であった。これらの企業の

統合報告書は機関投資家等から高い評価を受けて

いるといえる。

表１　�GPIFで選ばれた優れた統合報告書（業種が電
気機器に該当する社名に下線を引いた）

（出所：筆者作成）

対象年版 企業名

2024年版 伊藤忠商事，野村総合研究所，日

立製作所，ソニーグループ，味の

素，積水ハウス，荏原製作所，三菱

UFJフィナンシャル・グループ

2023年版 伊藤忠商事，アサヒグループホー

ルディングス，日立製作所，双日，

三菱UFJフィナンシャル・グルー

プ

2022年版 伊藤忠商事，日立製作所，オムロ

ン，リコー，東京海上ホールディ

ングス，味の素

2021年版 日立製作所，リコー，三菱UFJフ

ィナンシャル・グループ，東京海

上ホールディングス，オムロン，

伊藤忠商事

2020年版 伊藤忠商事，日立製作所，東京海

上ホールディングス，キリンホー

ルディングス，不二製油グループ

本社，三井化学，三菱ケミカルホ

ールディングス，花王，オムロン，

リコー，丸井グループ

2019年版 日立製作所，キリンホールディン

グス，伊藤忠商事，三井化学，丸井

グループ，住友化学，花王，三井物

産，MS＆ADインシュアランスグ

ループホールディングス

表２　�日経統合報告アワードでグランプリに選ばれ
た企業（下線は電気機器業の企業）

（出所：筆者作成）

対象年版 企業名

2024年版 デンソー，日本ペイントホールデ

ィングス，丸紅，積水化学工業，し

ずおかフィナンシャルグループ，

積水ハウス，栗田工業

2023年版 コンコルディア・フィナンシャル

グループ，東京応化工業，野村総

合研究所，デンソー，村田製作所，

レゾナック・ホールディングス，

日本ペイントホールディングス，

日立製作所

2022年版 伊藤忠商事，オムロン，レゾナッ

ク・ホールディングス，日本航空，

住友金属鉱山，日立製作所

2021年版 双日
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４　調査方法

4.1　調査対象の業種及び企業の選定

　本研究では，業種が電気機器業に分類される日

本企業の統合報告書を調査対象とした。電気機器

業を選んだ理由は，GPIFのレポートや他のアワー

ドで優れた評価を受けている企業が複数存在する

ことである。また，同一の業種に属する企業が持

つESGテーマは共通していると考えられることか

ら，業種をそろえることで比較が容易になると考

えた。

　電気機器業に分類される日本企業のうち，

2024年７月18日時点での時価総額上位30社は，

ソニーグループ，キーエンス，日立製作所，東京

エレクトロン，村田製作所，キヤノン，三菱電機，

ルネサスエレクトロニクス，富士通，アドバンテ

スト，ファナック，TDK，ニデック，NEC，パ

ナソニック ホールディングス，京セラ，レーザー

テック，シスメックス，ミネベアミツミ，安川電

機，SCREENホ ー ル デ ィ ン グ ス， 富 士 電 機，

KOKUSAI ELECTRIC，オムロン，横河電機，セ

イコーエプソン，ローム，イビデン，リコー，ブ

ラザー工業（株式会社は略した）であった。ただ

し，キーエンスとレーザーテックは社外ホーム

ページ上に統合報告書は掲載されていなかったた

め除外し，残る28社を本研究の調査対象とした。

4.2　調査対象の統合報告書

　最新の統合報告書と過去に発行された報告書を

企業の社外向けサイトの投資家向けページからダ

ウンロードした。上記の28社が2015年以降，2024

年末までに発行した統合報告書は計229部であっ

た。このうち，2015年版では７社がタイトル等に「統

合報告書」と記載があり，９社が「アニュアルレポー

ト」又は「CSRレポート」としている。2024年版

では28社全てが「統合報告書」を発行している。

　ここで，本稿では，「～年版の統合報告書」と

いった呼び方を用いる。例えば，2024年版の統

合報告書は，2023年度の企業実績をもとに作成

され，2024年中に公表されたものを指す。28社

の大半は決算月が３月となっており（注2），その半

年後の９月頃を中心に統合報告書が企業のウェブ

サイトに開示される。

　なお，過去に発行された報告書の中には，タイ

トルに「アニュアルレポート」，「CSRレポート」，

「コミュニケーションレポート」あるいは企業名

＋レポート（例えば，シスメックスレポート）と

記されているものがある。これらについても統合

報告書と同じサイトに開示されていれば，タイト

ル名に関わらず「統合報告書」として調査対象に

含めることとした。

4.3　検索ワードの選定

　本研究では，「GPIFの運用機関が考える『重大

なESGテーマ』」（GPIF （b）, 2020-2024）に取り

上げられているESGテーマのうち，主要な６語に

「人的資本」を加えた７語を検索ワードに採用し

た。人的資本は，企業の成長に強く関係するテー

マとして，国の機関を中心に2020年頃から議論

されているESGテーマである。

表３　�WICIアワードでGold Awardに選ばれた企業
（下線は電気機器業の企業）

（出所：筆者作成）

対象年版 企業名

2024年版 伊藤忠商事，TDK，野村総合研究

所

2023年版 伊藤忠商事，デンソー，東京海上

ホールディングス，三井化学

2022年版 伊藤忠商事，MS＆ADインシュア

ランスグループホールディング

ス，オムロン，日本精工

2021年版 伊藤忠商事，MS＆ADインシュア

ランスグループホールディング

ス，ニチレイ，日本精工

2020年版 伊藤忠商事，日立製作所
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・気候変動

・生物多様性

・人権

・地域社会

・ダイバーシティ

・サプライチェーン

・人的資本

4.4　検索ワードのカウント

　PDF閲覧ソフトの検索機能を活用して，統合報

告書に現れるESGワードの語数を数えた。その

際，本文や図表中に含まれないESGワードは別途

手作業で除外した。例えば，各ページに見出し語

として付されたESGワードは数えなかった。

５　結果と考察

5.1　10年間の変化（28社の平均に見る傾向）

5.1.1　ページ数の変化

　１報告書あたりの平均ページ数について，各年

度での変化を図１に示す。2015年版として発行

された統合報告書16部の平均値は63.4ページ，

2024年版28部の平均値は87.5ページであった。

10年間で38％ほど増加している。2021年版と

2022年版において比較的増え方が大きい。一方，

2022年版から2024年版の３年間では，ページ数

の変化はほとんど見られない。

5.1.2　ESGワード数の変化

　７つのESGワードについて，１報告書あたりの

平均ワード数の年変化を図２の（a）～（g）に

示す。なお，図において，それぞれのグラフの縦

図１　統合報告書の平均ページ数の年変化
（出所：筆者作成）

（a）気候変動

（b）生物多様性

（c）人権

（d）地域社会

（e）ダイバーシティ
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軸は，増減の傾向を見やすくするためにレンジを

調整していることを注記する。

　10年間の増加傾向には大きく３つのパターン

が見られる。１つ目は，気候変動，人権，ダイバー

シティ，サプライチェーンのように，ワード数が

2018年版以降で増加し始め，比較的大きく増加

する時期を経て，伸びが見られなくなるかやや減

少するパターン。２つ目は生物多様性や人的資本

のように2024年度でもワード数が伸びているパ

ターン。そして，地域社会のように，増加があま

り見られないパターンである。

5.1.3　ESGワード数の変化に関する考察

　ESGワード数が大きく伸びた時期を図３に表し

た。例えば，「気候変動」について，ワード数が

最大であった2021年版の値（24.5）を分母にし

て，各年度の前年に対する差分を割ったところ，

2018年版と2019年版は前年版から10％以上増加

（＋2.9，＋2.6）し，さらに2020年版は20％以上

（＋6.9），2021年版は前年度から30％以上（＋

9.8）増加している。図３では変化の割合をグレー

から黒の三段階で表示した。ESGワード数が変化

する時期がテーマによって前後することがわかる。

　このような増加の背景として，2015年以降の

情報開示に関するガイドライン等の公表状況を調

べた。まず，2015年６月に東京証券取引所から

公表された「コーポレートガバナンス・コード」

は上場会社に対して「会社の財政状態・経営成績

等の財務情報や，経営戦略・経営課題，リスクや

ガバナンスに係る情報等の非財務情報について，

法令に基づく開示を適切に行うとともに，法令に

基づく開示以外の情報提供にも主体的に取り組

む」ことを求めた。さらに，同コードは2018年

６月に改訂され「「非財務情報」にいわゆるESG

要素に関する情報が含まれることを明確化」した。

　さらに，2017年以降，個別のESG情報の開示

に関する規制やガイドライン等が政府機関や国際

的なタスクフォースから公表されている。代表的

なものを図３の下段に①から⑪のリストで示す。

例えば，「気候変動」のワード数は，2017年にTCFD

の最終報告書（①）が公表されて以降，増加傾向

がみられる。経済産業省のガイダンス（②）によっ

て開示の準備が進められ，開示が義務化される時

点（③）に合わせてワード数の増加が最も顕著に

なっている。同様の傾向は，2023年３月期から

有価証券報告書での情報開示が義務化された「人

的資本」についても見られる。

　また，「ダイバーシティ」は，日本企業にとっ

て「女性活躍」や「男女賃金格差」等として捉え

られ，それぞれ，2021年４月と2022年７月に情

報開示を定めた改正法が施行されている。ワード

数の増加がみられた2021年と2022年は法改正の

タイミングが影響していると考えられる。「生物

多様性」や「サプライチェーン」については，開

示が義務化されるより前にワード数の増加が見ら

れ，企業が義務化される前から情報開示に取り組

んでいることがうかがわれる。

（f）サプライチェーン

図２　ESGワード数の年変化（28社平均）
（出所：筆者作成）

（g）人的資本
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5.2　企業別の年次変化

5.2.1　ページ数，ESGワード数の変化

　各社の統合報告書について，ページ数とESG

ワード数の年次変化を図４に示す。同図におい

て，折れ線グラフは統合報告書のページ数の変化

を示し，棒グラフはESGワード数の合計と内訳を

示している（右側の縦軸の数値はページ数，左側

はESGワード数を表す）。併せて同図において，

横軸の年数の下に報告書のタイトル等に記されて

いる報告書の種類を記載した。IRは統合報告書，

ARはアニュアルレポート，CRはCSRレポート，

CmRはコミュニケーションレポートである。

　なお，「地域社会」はワード数が少ないため省

略したが，これは，「地域社会」が主に途上国に

おける天然資源開発やプランテーションでの現地

コミュニティを想定するため，日本の電気機器業

から見て関連が薄いトピックであるからと考えら

れる。

　図４（１）～（28）から，ページ数とESGワー

ド数の変化について以下のことがわかる。

　ページ数については，各社とも全体的に緩やか

に増加している。しかし，日立製作所，NEC，

横河電機に見られるように，2023年版や2024年

版においてページ数が大きく減少している企業が

ある。例えば，2022年版から2024年版への減少

率（－53％）が一番大きかった日立製作所の統合

報告書では，中期経営計画を説明するページ数が

2022年度版から2023年度版にかけて17ページか

ら２ページに減少している。さらに，「サステナ

ビリティ」の章にまとめられていた10ページ分

が2024年版ではなくなっている。ただし，削ら

れた内容は，統合報告書とは別のサイトに開示さ

れている「サステナビリティレポート」に移され

ている。なお，日立製作所の統合報告書でページ

数が減少したことに対して，GPIFレポートでの

機関投資家のコメントには，「昨年度と比較しボ

リューム（ページ数）が半減したが，それを感じ

させない充実した内容であった」とある。これは，

ページ数だけを取り上げて投資家の評価を議論す

ることはできないことを示唆している。

　ESGワード数についても，ページ数と同様に増

加傾向が見られる。一方，2023年版から2024年

版にかけて15社でESGワード数の合計が減少し

ている。その間に減少率（－76％）が一番大きかっ

たNECでは，２ページにまとめられた人権に関

する取り組みの説明が統合報告書からなくなって

いる。より詳細な情報を求める読者向けに，別の

ウェブサイトに開示されるESGデータブックへの

図３　ESGワード数が増加した時期とガイドライン等が公表された時期
（出所：筆者作成）

2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024
気候変動 ① ② ③  10年間の最大値に対し前年比30％以上の増加
生物多様性 ④  10年間の最大値に対し前年比20％以上の増加
人権 ⑤  10年間の最大値に対し前年比10％以上の増加
ダイバーシティ ⑥ ⑦
サプライチェーン ⑧
人的資本 ⑨ ⑩ ⑪

①  TCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の最終報告書が公表　2017年6月
② 「気候関連財務情報開示に関するガイダンス」（経済産業省）2018年12月
③  2022年4月以降、東証プライム企業にTCFDによる情報開示が実質的に義務化
④  TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）のフレームワークが公表　2023年9月
⑤ 「ビジネスと人権に関する行動計画」（法務省）2020年10月
⑥  女性活躍推進法 改正法施行 　2021年4月
⑦  育児・介護休業法 改正法施行　2023年4月
⑧ 「責任あるサプライチェーン等における人権尊重のためのガイドライン」（経済産業省）2022年9月
⑨ 「持続的な企業価値の向上と人的資本に関する研究会報告書（人材版伊藤レポート）」（経済産業省）2020年9月
⑩ 「人的資本可視化指針」（内閣府）2022年8月
⑪  2023年3月期から有価証券報告書で人的資本に関する報告が求められる
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（１）ソニーグループ

（２）日立製作所

（３）東京エレクトロン

（４）村田製作所

（５）キヤノン

（８）富士通

（９）アドバンテスト

（10）ファナック

（６）三菱電機

（７）ルネサスエレクトロニクス
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（11）TDK

（12）ニデック

（13）NEC

（14）パナソニックホールディングス

（15）京セラ

（16）シスメックス

（17）ミネベアミツミ

（18）安川電機

（19）SCREENホールディングス

（20）富士電機
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リンクが統合報告書内に記載されている。

　過去10年間は，ESG情報を包括的に開示する

ことが統合報告書に求められていたことからペー

ジ数は増え，さらに情報開示が義務化されると

いった外部要因によってESGワード数も増加して

きていたと考えられる。簡潔であることが機関投

資家の期待であれば，将来の統合報告書では，ペー

ジ数とESGワード数は減少する可能性がある。

（22）オムロン

（23）横河電機

（24）セイコーエプソン

（25）ローム

（26）イビデン

（27）リコー

（21）KOKUSAI ELECTRIC

（28）ブラザー工業

図４　�各企業の統合報告書におけるページ数とESG
ワード数の年次変化

（出所：筆者作成）
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5.2.2　ESGワード数に顕著な増加が見られた年

　個別企業の統合報告書におけるESGワード数が

顕著に増加した時期を表４にまとめる。評価の基

準として本研究では，あるESGワード数について

前年版から＋10以上の変化があったことを顕著

な増加があったと考えた。これは，＋10以上の

増加は，前年度にはなかった詳細な説明に１ペー

ジ以上を割いていたり，報告書の各所にESGテー

マが繰り返し語られたりするといった変化を伴っ

ていることに因る。そのような変化が見られた代

表的な例を２つ挙げる。

　事例１：日立製作所では2016年版において，

「人権」の数が前年版の５から51に増えている。

2015年版では，「日立の重要課題」をまとめた表

の中に，「人権の尊重」と「人権デュー・ディリジェ

ンスの実施」等が項目として記載されている。一

方，2016年版では，「バリューチェーンを通じた

人権尊重」と題して１ページ半を割き，人権への

取り組み，人権尊重の推進体制，役員・従業員の

人権意識向上について具体的に説明している。

　事例２：オムロンでは2022年版において，「人

的資本」の数が前年版の２から16に増えている。

2021年版では，オムロンの事業創造プロセスを

説明する図の中で１か所，人材マネジメントの説

明ページで小見出しに１か所使われている。一方，

2022年版では，2021年版に加えて，編集方針の

説明文や社外取締役のインタビュー記事の中に

「人的資本」が繰り返し現れている。

　顕著な増加がみられた年は企業によって異なっ

ている。表４では，７つのESGテーマのそれぞれ

について，ESGワード数が他社よりも早く＋10

以上増えた企業をグレーでハイライトした。まず，

「気候変動」について2015年版から2024年版の

10年間で＋10以上の増加があったのは28社中25

社であった。そのうち，５社（2015年版でリコー，

2016年版でNEC，2018年版で日立製作所と富士

通，2019年版でソニー）が，他の企業と比べて

早い時期に＋10以上増加している。次に，「生物

多様性」については，８社で＋10以上の増加が

あり，その中で比較的早い増加がみられた２社を

ハイライトした。同様に「人権」では25社中７社，

「ダイバーシティ」は12社中４社，「サプライ

チェーン」は25社中５社，「人的資本」は11社中

５社をハイライトした。

　統合報告書ではESG情報を数値で開示する必要

があるため，企業内の各部署で管理されている

ESG情報を集めて，開示データにまとめる必要が

ある。例えば，エネルギー使用量（「気候変動」

に関するデータ）や男女社員構成（「ダイバーシ

ティ」に関するデータ）は既存のデータであり，

収集は比較的容易だったと考えられる。一方，社

員のエンゲージメントレベル（「人的資本」に関

するデータ）については，新たに測定しなければ

ならない企業もあったと考えられる。準備の状況

や準備を指示する経営者のESG理解が開示のタイ

ミングに影響した可能性がある。

5.3　ESG情報の開示と機関投資家等の評価

　ESGの取組みを積極的に開示する企業に対する

機関投資家等の評価は高い。本研究では，企業が

積極的な情報開示を行っているかどうかについ

て，以下の２つの観点から議論できるのではない

かと考えた。

①　�他の企業より多くのESGテーマについて説明

している。

②　�他の企業より早い時点でESGテーマに対する

詳しい説明を提供している。

　表４の右から２つのカラムには，ESGワード

ワード数が＋10以上増加したESGテーマの数と

ハイライトをつけたセルの数を各社ごとに集計し

た。各カラムにおける上位企業をリスト化したも

47

社会情報学　第14巻３号　2026



のをそれぞれ表５と表６にまとめる。なお，ルネ

サスエレクトロニクスは，2024年版から統合報

告書を公表しているため，集計には入れなかった。

　まず，表５と表６にある企業名と機関投資家等

からの評価が高い企業（表１から表３にある企業）

を見比べてみる。表５と表６の両方に記載のある

企業は日立製作所，村田製作所，富士通，リコー

の４社であり，これは，GPIFレポートと２つの

アワードで高い評価を受けた日立製作所，オムロ

ン，リコー，ソニーグループ，村田製作所，TDK

と多くが重なっている。すなわち，機関投資家等

から高い評価を得ている統合報告書は，より多く

のESGテーマについて他の企業よりも早い年に詳

細な説明を行っていることがわかる。

　次に，個別のESGテーマについて，ESGワード

数が大きく増加した年とその年版の統合報告書に

対する機関投資家等の評価にどの程度一致がある

かを見てみる。ここで，表１から表３にある機関

投資家からの評価は2019年版から存在するため，

それ以降でESGワード数が増加した「生物多様性」

と「人的資本」について調べた。「生物多様性」

に関する開示が早かった富士電機（2019年版）

とリコー（2021年版）では，リコーがGPIFで評

価が高くなっている。また，「人的資本」に関す

表4　ESGテーマ数が顕著に増加した統合報告書の年版

（出所：筆者作成）

No. 会社名 気候変動 生物多様性 人権 地域社会
ダイバーシ

ティ
サプライ
チェーン

人的資本
ワード数が増
えた課題数

上位2~3割

1 ソニーグループ 2019 2019 2022 2020 4 1

2 日立製作所 2018 2016 2016 2017 4 4

3 東京エレクトロン 2021 2021 2021 2021 4 0

4 村田製作所 2020 2020 2021 2017 2020 2022 6 2

5 キヤノン 2023 2023 2023 3 0

6 三菱電機 2023 2018 2023 2023 4 1

7 ﾙﾈｻｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 2024 2024 2024 2024 2024 2024 6 0

8 富士通 2018 2022 2016 2015 2021 5 3

9 アドバンテスト 2020 2019 2019 2022 4 2

10 ファナック 2022 2021 2022 3 0

11 TDK 2022 2022 2022 2024 4 0

12 ニデック 2023 2021 2021 3 0

13 NEC 2016 2016 2019 3 3

14 ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 2021 2022 2020 3 0

15 京セラ 2023 2023 2021 2019 2023 2023 6 0

16 シスメックス 2023 1 0

17 ミネベアミツミ 2020 2021 2018 2021 4 1

18 安川電機 2021 2022 2015 2022 4 1

19 SCREENﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ 2022 2022 2023 3 0

20 富士電機 2019 2015 2020 3 2

21 KOKUSAI ELECTRIC 2022 2021 2023 3 0

22 オムロン 2020 2024 2020 2022 2022 2022 6 1

23 横河電機 2020 2022 2021 2022 4 1

24 セイコーエプソン 2020 2017 2021 2019 4 2

25 ローム 2021 2018 2018 2023 4 2

26 イビデン 2021 2023 2 0

27 リコー 2015 2021 2021 2020 2022 2022 6 3

28 ブラザー工業 2021 2022 2021 3 0
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る開示が早く2022年版でワード数の増加が見ら

れた統合報告書は５社（村田製作所，アドバンテ

スト，オムロン，横河電機，リコー）であり，同

年版に対する投資家の評価が高かったのはオムロ

ン（GPIF，日本経済新聞，WICI）とリコー（GPIF）

であった。

　表４を見ると，リコーは2021年版で「生物多

様性」に加えて「人権」についてワード数が増え

ている。同社は，2022年版で「人的資本」以外

に「サプライチェーン」についてワード数が増加

し，同様にオムロンは「ダイバーシティ」と「サ

プライチェーン」でワード数が増加している。ま

た，リコーは2021年版で「生物多様性」につい

て詳しい情報を掲載するWEBサイトへのリンク

を提示しており，このような違いが投資家の評価

につながった可能性がある。

６　まとめと本研究の課題

　企業は機関投資家が読むことを想定して統合報

告書を作成し，機関投資家は統合報告書の内容を

もとに企業と対話を行っている。したがって，統

合報告書は両者間のコミュニケーション・ツール

として活用されていると言える。また，そのコミュ

ニケ－ションをより有益なものにするために，

GPIFのレポートや日経などのアワードとして，

機関投資家等の意見や期待が毎年取りまとめられ

ている。

　電気機器業に分類される日本企業28社が過去

10年間（2015年から2024年）に発行した統合報

告書について，ESGワード数の年変化を調べた。

その結果，ESGワード数はESG情報の開示を求め

る法規制やガイドラインの導入を背景に増加して

いることが分かった。また，機関投資家の評価が

高い統合報告書は，より多くのESGテーマについ

て他の企業に先駆けて説明を行い，開示に積極的

であることもわかった。

　本研究では，ESGワードを数えるという方法を

採用した。シンプルな作業ではあるが，年変化や

傾向を調べることにより，企業のESG情報開示に

対する積極性を読み取ることができた。また，機

関投資家の評価と比較することにより，積極的な

開示姿勢が機関投資家の評価につながることを裏

付けることもできた。Carterら（2024）が「ESG」

というワードを数えることで，政治的な圧力によ

る企業の情報開示姿勢への影響を測ろうとしてい

るように，キーワードを数える手法は大局的な変

化を把握する方法として有用であると考える。

　統合報告書のページ数は過去増加する傾向に

あったが，2023年版頃から大きく減少させる企

業が出てきている。統合報告書が，投資家との対

話を促すためのツールであることから，コンサイ

スで説明しやすく読みやすいものになってゆくの

は自然な流れと考える。本研究で採用したESG

ワード数の顕著な増加に着目した方法は，今後，

表５　より多くのESG課題を説明している企業

（出所：筆者作成）

ESG課題数 企業名

6 村田製作所，京セラ，オムロン，

リコー

5 富士通

4 ソニーグループ，日立製作所，東

京エレクトロン，三菱電機，アド

バンテスト，TDK，ミネベアミツ

ミ，安川電機，横河電機，セイコ

ーエプソン，ローム

（出所：筆者作成）

表６　�ワード数の増加が比較的早いESG課題が多かっ
た企業

ESG課題数 企業名

4 日立製作所

3 富士通，NEC ，リコー

2 村田製作所，アドバンテスト，富

士電機，セイコーエプソン，ロー

ム
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統合報告書の内容の変化やその背景を理解したう

えで，慎重に適用する必要がある。

　最後に，筆者はESGワード数を統合報告書内に

増やせば，機関投資家等の評価が高くなると主張

するものではない。報告書のテキストの中で価値

創造のためのストーリーが展開され，信頼性の高

いデータが適切な視覚的情報で提供されることが

重要と考える。

注
（１）国際的な機関であるGRI（Global Reporting 

Initiative）は2000年にスタンダードを発行

（最新版は2021年10月に公表）し，IIRC（国

際統合報告評議会）は2013年にフレーム

ワークを発行（最新は2021年１月版）し

ている。国内では，日本の経済産業省が

2017年に策定した「価値協創のための統

合的開示・対話ガイダンス」（2022年８月

改訂）等がある。

（２）３月以外が決算月である企業は３社ある。

キヤノンとルネサスエレクトロニクスが

12月，安川電機が２月である。
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　古来人類が意思伝達を口承に依ってきたことを

考えると，現代は文字や映像というメディアに過

度に頼りすぎているように思える。スマートフォ

ンを常に携帯するデジタルネイティブの若者たち

は電話すら厭う程だ。なのに，ラジオ，Podcast

という「声」のメディアは廃れていない。指で操

る文字や映像から，現代人の関心は「声」に，「語

り」に回帰しつつあるとは言えまいか。

　『ケアするラジオ　寄り添うメディア・コミュ

ニケーション』の読了後，そのようなことを思っ

た。何も古来まで遡らずとも，と紹介された「声」

のケア事例は，恐慌化のアメリカ国民に一斉に呼

びかけた権力者のプロパガンダだった。現在も多

くの権力者が文字や映像で「ケアに見せようとす

る」コミュニケーションを発信している。が，編

者はそれとは異なり，現代の日本のコミュニティ

FM局で実践されている当事者たちのコミュニ

ケーションにケアする声を発見した。離島で，刑

務所で，病院で，外国で，被災地で，日常の社会

から離れたところで孤独な立場に置かれた人を思

い，声をかけ，「語り」を引き出すコミュニケーショ

ンは，そこに救いを受け止め，ラジオを通してそ

れを聴く人をもケアする。筆者たちはいずれもそ

のコミュニケーションに聴き手としても関わり創

り手にもなった女性たち。金山智子，芳賀美幸，

小川明子，吉富志津代，久保田彩乃の筆者たちは，

声で紡がれたラジオでの声の親密さを，限りなく

当事者に近いところから研究者の立場として読者

に紹介し，伝えてくれたのが本書である。

　ラジオの「ケア的」な現象や実践の研究はすで

にアメリカではなされていたというメカニズムの

観点から，とくに技術的な側面，物質的特性から

の福永健一の研究では，なぜラジオが「ケア・メ

ディア」となりえるのかを説明した。親密な感情

や態度がパラ言語としてどの程度伝わるのかにか

かわる音声コミュニケーションにおける口調のメ

カニズムを知ることは，ラジオを用いてコミュニ

ケーションしようとする際に得ておくべき知識で

あろう。

　ケアの倫理の観点から，ラジオのケア・コミュ

書評　視ること，読むことから，聴くメディアに立ち返り，そして。

金山智子　著

『ケアするラジオ

　―寄り添うメディア・コミュニケーション』
（出版社，2024年，B５判，263頁，2,600円＋税）

龍谷大学　松　浦　さと子
Ryukoku University　Satoko Matsuura

�
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ニケーションの意味・意義を学術的に論考し，ケ

ア・コミュニケーションが地域社会に何をもたら

しているのかを本書は分析，紹介した。経済的に

持続できなくなったコミュニティ放送局の閉鎖や

廃業を聴くとき，地域社会に「どう役に立つか」

の側面からメディアを考えがちである。しかしケ

アする人々は，役目が何か，利益が出るのかを考

えない。にもかかわらず結果として地域にかけが

えのないものをもたらしている。重要なことは，

リスナーとの関係を深く考慮したうえでの「知識」

「確認」「共感」「表現」であると金山はいう。

　ラジオを「情報」伝達や「効能」からのみ論じ

るのは間違いだ，と気づかされる。ラジオの「コ

ミュニケーション」の力は多くの研究者が語って

きた。「ケアのコミュニケーション」がときおり

なされて感動が人々にもたらされていることも伝

えられた。が，それがどのようなときに，どのよ

うな人々によって，どのような立場の声から，ど

のような「ケア」が行われ，それが何を当事者に，

リスナーに届けているのか，それらは十分に記述

されてこなかった。本書を読むことで大切なラジ

オ研究の基盤が築かれたように思う。

　小玉美意子の「ケアの倫理」が前提となる「人

びとを気にかけたり心配させたりすることであると

ともに，注意を促したり世話をしたり，介護するこ

とでもあり，慰めや癒しという意味にもなる」と適

用範囲の広さを金山は重視する。そして「ケアの

倫理」を多角的に説明する。ケアが多くの論者に

よって考察されてきたことで，奥深く，幅広い声

のケアに意を注ぐ。本書で複数の筆者が多用する

ミルトン・メイヤロフの「ケア」を考察した内容を

金山は紹介する。「人間の生きる意味を，他者をケ

アすることにおいて見出し，互いが犠牲になるよ

うな排他的関係ではなく，自己の成長に資する関

係」と。そしてメイヤロフの提示した「①知識，

②リズムを変えること，③忍耐，④正直，⑤信頼，

⑥謙遜，⑦希望，⑧勇気」は「ケアの主な要素」

として，とくに，「ケアの倫理」の新たな関係性を

拓いたものとして本書で注目されている。

　また，ジェンダーの観点からも，先行研究が「ケ

アの倫理」を論じてきたことに，再検討を試みて

いる。男性が代表することの多い多数派の道徳的

思考に対して，少数派が「女性の経験，責任の感

情から配慮すること」を訴える考察が，より広い

公的領域のなかでとらえなおされることが求めら

れていると論じる。現在では，心理，福祉，看護，

思想，政治，教育，環境といった多様な領域で，

「ケアリング」が重視されているのだと。

　選挙の年といわれた2024年に本書は出版され

た。メディアがいかに正しい情報を伝えたか，既

存のマスメディアとSNSの対比で選挙結果が左右

されたのか否かが，社会の人々のメディアへの

もっぱらの関心となった１年である。SNSは，新

聞・テレビ・ラジオと接触しない人々に大きな影

響力をもつようになり，都知事選，衆議院議員選，

兵庫県知事選では，想定されなかった結果が議論

の的であった。ケアするラジオはそれらからの評

価を必要としないが，地域の人々に大切にされる

番組として支えらえられている。　

　災害大国で，地方が疲弊し，少子化が進み，高

齢者が病院で孤立し，服役を終えて更生を目指す

ための希望が見えない。社会問題を解決する術を

明確に発見できていない日本で，「ケアするラジ

オ」は今，各地で求められている。本書の事例は，

特殊なことではないはずである。なお，2024年

は同様の観点から女性の出版が相次いだ。本書を

はじめ，小川明子の『ケアする声のメディア　ホ

スピタルラジオという希望』青弓社，大牟田智佐

子の『大災害とラジオ　共感放送の可能性』ナカ

ニシヤ出版も併読することで，2011年の林香里

『〈オンナ・コドモ〉のジャーナリズム　ケアの

倫理とともに』岩波書店，2012年の小玉美意子『メ

ジャー・シェア・ケアのメディア・コミュニケー

ション論』学文社の問いかけが日本のコミュニ

ティに実装されてきたと感慨深い。ケアの語りは，

バトンを受け継いだのである。
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社会情報学会 　「社会情報学」投稿要綱

（目的）

第１　�本学会誌は，社会情報学にかかわる諸問題

の研究および応用を促進し，社会情報学の

確立と発展に寄与するため，独創的な成果

を公表することをその主たる目的とする。

（投稿者の資格）

第２　�和文誌の投稿者は，単著の場合は学会員に

限る。共著の場合は，筆頭著者が学会員で

なければならない。

（投稿原稿）

第３　投稿原稿については，以下の通りとする。

（１）�投稿原稿の種類は，原著論文，研究，展望・

ノートとする。

（２）�投稿原稿は，オンラインにより，著者の氏

名，所属，およびそれらを判別可能な情報

を除いた査読用原稿ファイルを提出する。

（３）�投稿原稿は，題材および内容が本学会誌の

目的に合致するものでなければならない。

（４）�投稿原稿作成にあたっては，社会情報学会

「社会情報学」執筆要領に従うこと。原著

論文以外の原稿についても，その記述方式

は，原則として執筆要領に準ずるものとす

る。また，審査の結果により修正原稿を提

出する場合も，執筆要領に従うこととする。

（５）�投稿原稿は，本学会の主催，共催する学会

大会，シンポジウム，講演会，研究会，分

科会等（以下，「学会大会等」）で公表した

ものが望ましい。学会大会等で公表した原

稿を投稿する場合，それらの場で発表済で

あることを明記することが望ましい。

（６）�すでに，他学会の雑誌論文等に投稿したも

の，単行図書・単行図書所収論文・博士論

文またはその一部をそのまま投稿してはな

らない。本学会に投稿した投稿原稿は，不

採択の場合を除き，他学会等へ投稿しては

ならない。

（７）�前項の規定にかかわらず，ディスカッショ

ンペーパー，ワーキングペーパーとして公

開済の論文およびプレ・プリントサーバ上

で公開済の論文（以下，「ディスカッショ

ンペーパー等」）を投稿する場合は，以下

の条件をすべて満たす場合に投稿を受け付

ける。

a．�投稿時の投稿者からの申し出にもとづき，学

会誌編集委員会が公開済の論文をディスカッ

ションペーパー等として認めている。

b．�投稿原稿の文中にディスカッションペーパー

等について明記されている。

c．�本学会における学会誌掲載論文等の著作権の

取り扱い規程（本要綱第11）について，ディ

スカッションペーパー等の発行元が了解して

いる。

d．�本学会誌に投稿原稿が掲載された場合には，

ディスカッションペーパー等の公開を中止す

るか，またはディスカッションペーパー等の

最終版が本学会誌の掲載論文であることを

ディスカッションペーパー等の読者が判別で

きるように明記することを投稿者が確約して

いる。

（８）�投稿原稿中で使用する画像等について著作

権等の各種権利について確認し，本学会に

おける学会誌掲載論文等の著作権の取り扱

い規程（本要綱第11）の内容を含めて，

必要となる著作権者等の許諾を得る。

（９）�審査により不採択となった原稿または投稿

を取り下げた原稿の著者は，審査結果の通

知後または投稿取り下げ後の１ヶ月の期間

は，新たな投稿はできない。
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（投稿手続き）

第４　�投稿希望者は，本学会ホームページ上で指

定された投稿サイトに，必要事項を記入の

上，原稿を投稿する。

（投稿原稿の受付）

第５　�原稿は随時，投稿できる。学会誌編集委員

会に到着した原稿は，受付が行われた後，

査読の手続きがとられる。ただし，投稿原

稿の題材および内容が，本学会誌の目的で

ある社会情報学にかかわる諸問題に関する

学術的新規性を判断できる研究の範囲外で

あると判断された場合，および投稿原稿の

記述方式が執筆要領を逸脱している場合

は，投稿原稿を受け付けない。

（投稿原稿の審査）

第６　�投稿原稿の審査については，以下の通りと

する。

（１）�原著論文と研究は，複数の査読者によって

審査される。審査は投稿原稿受付後，可及

的速やかに行うものとする。審査の結果，

投稿原稿の内容修正を著者に要請すること

がある。その場合，再提出の期限は原則と

して１カ月以内とする。

（２）�展望・ノートは，学会誌編集委員会が閲読

し，必要に応じて著者に修正を求めた上

で，学会誌編集委員会で採否を決定する。

（投稿原稿の掲載）

第７　�投稿原稿の掲載については，以下の通りと

する。

（１）�投稿原稿の掲載は，学会誌編集委員会が決

定する。

（２）�投稿原稿の受付日は，学会誌編集委員会が

当該投稿原稿を受け付けた日とする。ま

た，受理日は，学会誌編集委員会が当該投

稿原稿の採択を決定した日とする。

（受理された投稿原稿の版下の作成）

第８　�投稿者は，受理された投稿原稿について，

所定の書式にて版下を作成し，提出するも

のとする。

（受理された投稿原稿の校正）

第９　�受理された投稿原稿の著者による校正は和

文誌については初校のみとし，英文誌につ

いては２回校正とする。なお，訂正範囲は

原稿と異なる字句の訂正のみに限定される。

（原著論文等の別刷り）

第10　�原著論文等の別刷り（50部単位）は，著

者の希望により作成する。その料金は，

実費とする。なお，別刷り料金の請求は，

学会誌編集委員会の依頼により学会事務

局が行う。

（著作権）

第11　著作権については，以下の通りとする。

（１）�掲載された原著論文等の著作権は，原則と

して本学会に帰属する。特別な事情により

本学会に帰属することが困難な場合には，

申し出により著者と本学会との間で協議の

上，措置する。

（２）�著作権に関し問題が発生した場合は，著者

の責任において処理する。

（３）�著作者人格権は，著者に帰属する。著者が，

自分の原著論文等を複製，転載などの形で

利用することは自由である。転載の場合，

著者は，その旨本学会に書面をもって通知

し，掲載先には出典を明記すること。

（要綱の運用）

第12　�この要綱に定めのない事項については，

学会誌編集委員会の所掌事項に属するこ

とに関しては，学会誌編集委員会が決す

るものとする。
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（要綱の改正）

第13　�この要綱の改正は，学会誌編集委員会の

議を経て，学会誌編集委員長が行う。

付　則

この要綱は，2012年４月１日より実施する。

付　則

この要綱（改正）は，2014年４月１日に遡及し

て施行する。

付　則

この要綱（改正）は，2014年７月１日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2014年９月１日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2015年２月20日に遡及し

て施行する。

付　則

この要綱（改正）は，2016年９月11日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2019年３月21日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2019年９月15日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2020年10月17日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2021年４月１日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2021年７月11日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2022年３月26日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2022年５月16日より施行

する。
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社会情報学会　「社会情報学」執筆要領

１．原稿言語は和文とする。

２．原稿の書式

（１）原稿は横書きとする。

（２）�和文原稿では，新仮名遣いと常用漢字を用

い，平易な口語体で記す。句読点として，。

を用いる。

（３）�和文原稿では，刷り上がりイメージと同様

のフォーマット（A4判，１行22文字×38

行，２段組み，12ポイント）にて作成する。

３．分量

（１）�原著論文，研究については，刷り上がり

14ページ（20,000字程度，ただし図，表，

注，参考文献などを含む）以内とする。

（２）�展望・ノートについては７ページ（10,000

字程度，ただし図，表，注，参考文献など

を含む）以内とする。

（３）�審査の結果により修正原稿を提出する場合

も，原著論文，研究については，刷り上が

り14ページ（20,000字程度，ただし図，表，

注，参考文献などを含む）以内，展望・ノー

トについては７ページ（10,000字程度，

ただし図，表，注，参考文献などを含む）

以内とする。

４．原稿の体裁

　投稿原稿のうち，原著論文，研究は，以下の体

裁によるものとし，展望・ノートについては，以

下に準ずるものとする。

（１）�原稿の１枚目および２枚目には，原稿のタ

イトル，要約ならびにキーワードを記述す

る。要約は原稿全体の内容をレビューした

もので，日本語600字，英語250ワード程

度とする。また，キーワードは原稿全体の

内容の特徴を表す用語のことであって，日

本語，英語とも，その数は５つ程度とする。

なお，原稿の１～２枚目は分量に含めない。

（２）�原稿の本文は３枚目から開始し，それを１

ページ目として，以下通し番号を付す。本

文後の謝辞，注，参考文献，付録，図表（巻

末に掲載する場合）をこの順に続ける。な

お，本文や謝辞等において著者が特定でき

る記述は避ける。

（３）�原稿本文は，序論（はじめに，など），本論，

結論（結び，など）の順に記述する。本論

については，章，節，項の区別を明確にし，

それぞれ「１」，「1.3」，「1.3.2」のように

番号をつける。

（４）�人名は，原則として原語で表記する。ただ

し，広く知られているもの，また印字が困

難なものについては，この限りではない。

５．図・表（写真も含む）

（１）�図・表には，それぞれについて「図−１」，

「表−１」のように通し番号をつけ，また

表題をつける。

（２）�図・表は本文中の該当箇所に埋め込むこと

が望ましい。該当箇所に埋め込むことが難

しい大きな図・表の場合は，巻末に埋め込

む。ただし，掲載決定後の最終稿の提出時

には，図・表の元ファイルを本文とあわせ

て提出する。

（３）�図・表を本文中に埋め込むのが困難な場合

は，本文中に挿入希望箇所を明記し，図・

表は１ページに１個ずつ，挿入指定のある

ページ番号を付けて描き，原稿の最後にま

とめる。大きさの指定がある場合にはそれ

を明記する。

（４）�図・表の作成に使用した資料・文献は必ず

明記する。

（５）�図・表は実際に印刷される大きさに配慮し

た内容・記述にする。

６．注
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　注を使用する場合は，一連番号を参考箇所右肩

に小さく（１）（２）と書き，本文末尾に注釈文

をまとめる。

７．参考文献

（１）�参考文献を適切に引用し，本研究の位置づ

けを明確にする。参考文献の引用は以下の

例に従って，著者の姓，発表年を書く。

　例：鈴木（1986）は……，

　　　伊藤（1986a）によれば……，

　　　�……が証明されている（鈴木・伊藤，

1985）。

　　　Tanaka et al. （1983）は，……。

（２）�本文中で参照した文献は，以下の例に従っ

て，本文末尾に参考文献表としてまとめる。

参考文献表は，著者のアルファベット順，

年代順に記す。同一著者の同一年代の文献

は，引用順にa，b，c……を付して並べる。

　例：�鈴木一郎（1986a）「社会と情報」，『社会

情報』１，pp.14-23.

　　　�鈴木一郎（1986b）『情報論』社会書房，

240p.

　　　�Winston，P. （1981） Social Planning and 

Information，Social Information Science 
６，pp.116-125.

　　　�Yamada，S. et al. （1986） Intelligent 
Building，Academic Press，New York，

445p.

　　　�山本太郎（1985）「社会情報に関する研究」，

『社会情報』２，pp.32-40.

　　　�山本太郎・鈴木一郎（1985）『社会情報学』

社会書房，270p.

（３）�インターネット上に置かれた文献は，前各

号に準拠すると共に，参考文献の記述は，

著者名，発行年，タイトル，URL，訪問日

付の順に記述する。なおＵＲＬにはハイフ

ネーションを用いない。また，その文献の

ハードコピーは著者の責任に置いて保管す

るものとする。

　例：鈴木一郎（1996）「社会と情報」，

　　　<http://www.abc.ac.jp/Social/abc.html>

　　　Accessed 1997, April 29

　　　Winston，P. （1981） Social Planning,

　　　<http://www.abc.edu/Social/abc.html>

　　　Accessed 1997, April 29

８．�その他疑義のある場合は，通常広く認められ

ている書式を使用する。

９．著作権等の権利の確認

　原稿中で使用する画像等については，著作権等

の各種権利について確認し，本学会における学会

誌掲載論文等の著作権の取り扱い規程（「投稿要

綱」第11）の内容を含めて，必要となる著作権

者等の許諾を得る。

10．査読用原稿ファイル

　投稿の際に提出する査読用原稿ファイルは，投

稿原稿の原本ファイルより，著者の氏名，所属，

およびそれらを判別可能な情報を除いたものとする。

　著者の氏名，所属などが判別可能な情報の例：

　「拙著『〇〇』で論じたように…」

　「本論文は科研費（研究代表者：△△）による

共同研究の一部である」

　「本調査は，著者が所属する◇◇大学の学生を

対象にした」

11．要領の改正

　この要領の改正は，学会誌編集委員会の議を経

て，学会誌編集委員長が行う。

付　則

この要領は，2012年４月１日より実施する。

付　則

この要領（改正）は，2014年９月21日より施行

する。

付　則

この要領（改正）は，2015年２月20日に遡及し

て施行する。
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付　則

この要領（改正）は，2019年９月15日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2020年10月17日より施行

する。

付　則

この要綱（改正）は，2021年10月30日に遡及し

て施行する。

付　則

この要綱（改正）は，2022年５月16日より施行

する。
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